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１　山口市の概要

（1）位 置

（2）面 積 1,023.22㎢

（3）距 離 東西約46㎞   南北約60㎞

（4）市 域 の 変 遷

（5）人 口 182,958人 (男87,413人・女95,545人) 　※住民基本台帳：R8.3.31現在

（6）世 帯 数 91,148世帯 　※住民基本台帳：R8.3.31現在

（7）総 合 支 所 6ヶ所

（8）地域交流センター 21ヶ所（行政機能を保有する数)

山口県の中央部に位置し、南は瀬戸内海に面し、東は防府市、周南
市、西は美祢市、宇部市、北は萩市、島根県津和野町及び吉賀町に接
しています。

東端：東経 131度47分　北緯 34度26分　山口市阿東徳佐
西端：東経 131度17分　北緯 34度00分　山口市阿知須青畑
南端：東経 131度25分　北緯 33度58分　山口市秋穂竹島
北端：東経 131度39分　北緯 34度30分　山口市阿東嘉年

明治22年町村制の実施により生まれた山口町は、昭和4年に吉敷村と
合併して市制を施行し、小郡町は明治34年に町制を施行し、秋穂町及
び阿知須町は、昭和15年に町制を施行しました。
山口市は、昭和16年に宮野村と合併、昭和19年に、小郡、阿知須の2
町及び平川、大歳、陶、名田島、秋穂二島、嘉川、佐山の7村と合併
し、新たな市域を形成しました。昭和22年に阿知須町、昭和24年に小
郡町が分離しましたが、昭和31年に鋳銭司村と合併、昭和38年に大内
町と合併しました。
徳地町は、昭和30年に出雲、八坂、柚野、島地、串の5村が合併して
町制を施行し、阿東町は、同年に篠生、生雲、地福、徳佐、嘉年の5
村が合併して町制を施行しました。
平成17年10月に、山口市、小郡町、秋穂町、阿知須町、徳地町の1市4
町が合併し、平成22年1月に、山口市と阿東町が合併し、現在の山口
市が誕生しました。

●

福岡県

島根県
広島県

山口
山口県

位 置 図

山口地域

小郡地域

秋穂地域

阿東地域

阿知須地域

徳地地域
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２　事務機構及び事務分掌　(Ｒ８.４.１)

市

長

副

市

長

健

康

福

祉

部

長

健
康
福
祉
部
次
長

保

険

年

金

課

長

健
康
増
進
課
長

総

務

部

長

管理担当（4名）

福祉医療担当(5名)

・福祉医療に関すること

健康づくり担当

・健康づくり事業に関すること

・国民健康保険制度に関すること
・国民健康保険料率の決定・国・県支出金に
  関すること
・国民健康保険事業費納付金に関すること
・山口県国民健康保険団体連合会に関すること
・国民健康保険運営協議会に関すること
・予算、決算及び経理に関すること

国保担当（13名うち兼務1名）

・国民健康保険の資格に関すること
・国民健康保険の給付に関すること
・国民健康保険料の賦課に関すること
・医療費適正化に関すること
・国民健康保険の保健事業に関すること

年金担当（3名）

・国民年金に関すること
・福祉年金に関すること
・特別障害給付金に関すること

後期高齢担当(4名)

国

民

健

康

保

険

運

営

協

議

会

・受付その他

・窓口業務
・国民健康保険相談員
・特定保健指導専任管理栄養士
・疾病予防推進事業専任保健師

６総合支所
・

行政機能のある１３地域交流センター及び８分館
・

大海総合センター

・国民健康保険料の収納整理に関すること
・国民健康保険料の督促、催告、徴収猶予、
  滞納処分に関すること

収

納

課

長

会計年度任用職員

・後期高齢者医療に関すること

管理担当、収納担当、債権管理室

総

務

部

次

長

- 3 -



- 4 -



総 括

- 5 -



１　国民健康保険事業の沿革

昭和 31年11月

33年 6月 

34年 9月 

34年10月

35年 2月 

38年 5月 

38年10月

42年 1月 

46年 4月 

47年 1月 

48年 1月 

48年 4月 

49年 1月 

51年 4月 

53年 4月 

57年 9月 

58年 1月 

58年 2月 

59年10月

61年 5月 

62年 1月 

62年 4月 

62年 8月 

63年 4月 

63年 6月 

平成 元年 4月

元年 6月  

 2年 6月  

国保運営協議会委員(21名)を委嘱、給付内容(給付割合5割)

　昭和３１年１１月３日合併した旧鋳銭司村では昭和２８年４月から国民健康保険事業が実施されていた。山

口市との合併後も引き続き山口市国民健康保険として事業の運営がなされた。

　しかし、これは一部地域に限定されたもので、その後昭和３３年４月山口市国民健康保険準備室を設け全地

域実施を目標に実態調査を開始し、昭和３４年１０月１日全地域実施となり、現在に至る。

旧鋳銭司村を編入、同地区の国保事業を引き継ぎ発足

全地域実施準備調査のため国民健康保険準備事務局を設置

山口市国民健康保険条例公布

全地域を対象として、国民健康保険事業を実施、保険年金課新設

高額療養費個人負担額　51,000円

旧大内町を合併、国保事業を吸収

世帯主に対する給付割合を7割とする

世帯員に対する給付割合を7割とする

85歳以上の老人医療費を無料化実施

山口県単事業として老人医療費を無料化実施

国の事業として老人医療費無料化実施

外国人適用実施

高額療養費の実施

機構改革により、保険料賦課事務を総務部課税課に、保険料徴収事務を同部納税課に移
す。保健婦が市民生活部衛生課所属となる。

保健婦業務を一般会計に移管する

高額療養費個人負担額　45,000円

国民健康保険法改正（保険基盤安定制度の確立、国庫助成の拡充と財政調整機能の強
化、高額医療費共同事業に対する助成、老人保健医療費拠出金に係る国庫負担の見直
し)

老人保健実施

退職者医療実施

高額療養費支給制度の改善

高額療養費個人負担額　54,000円

老人保健法改正(一部負担金の増額)

山口市長寿社会対策推進本部設置

ヘルスパイオニアタウン事業指定

機構改革により、総務部納税課を同部収納課に変更。厚生部保険年金課を市民生活部保
険年金課とする。

国民健康保険法改正（高医療費市町村における運営の安定化の推進、保険財政の基盤安
定のための措置の創設、高額医療費共同事業の強化・充実、老人保健医療費拠出金に係
る国庫負担の見直し)

保険年金課に老人医療係を新設

高額療養費個人負担額　57,000円
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平成  3年 5月  

 4年 1月  

 5年 4月  

 5年 5月  

 6年10月 

 7年 4月  

 7年 7月  

 8年 6月  

 9年 9月  

10年 4月 

10年 6月 

11年 7月 

13年 1月 

14年 4月 

14年10月

15年 4月 

16年 4月 

17年 4月 

17年10月

18年 4月 

18年10月

20年 4月

21年 1月

21年 4月

老人の薬剤一部負担の免除

高額療養費個人負担額　60,000円

老人保健法改正（一部負担金の増額(外来900円/月、入院600円/日)、介護的医療費に
係る公費負担の引上げ)

国民健康保険法改正(国民健康保険財政安定化支援事業の制度化等)
機構改革により市民生活部保険年金課を市民部保険年金課とする。

高額療養費個人負担額63,000円

国民健康保険法、老人保健法改正（付添看護・介護の改革、在宅医療の推進、入院時食
事療養費・出産育児一時金（300,000円）の創設等)

社会福祉施設の入所に係る住所地特例の創設

精神の措置入院、結核の命令入所について住所地特例を拡大

高額療養費個人負担額63,600円

国民健康保険法、老人保健法改正（外来薬剤一部負担金の創設（種類数、日数に応じて
負担)、老人一部負担金の改定(外来500円/月、入院1,000円/日))

機構改革により市民部保険年金課を健康福祉部保険年金課とする。

国民健康保険法改正（退職被保険者等に係る老人医療費拠出金の負担見直し、事務費負
担金の一般財源化等)

資格証明書交付の見直し（中学生以下の者へは有効期間6ヶ月の被保険者証を交付)、70
歳～74歳の一部負担割合の見直し(1割→2割)の凍結の延長(平成22年3月31日まで)、介
護納付金賦課限度額の引上げ（90,000円→100,000円）
機構改革により、保険料賦課事務を保険年金課に移す。

国民健康保険法改正（高額療養費に係る自己負担限度額の見直し、海外療養費制度の新
設、入院時食事療養費に係る標準負担額の引き上げ)、老人保健法改正(薬剤一部負担の
廃止、一部負担金の見直し（定率1割）、高額医療費支給制度の創設)

老人保健法改正(外来一部負担金の見直し)

国民健康保険法改正（一部負担金の見直し、退職被保険者に係る老人保健拠出金の見直
し、基準超過費用額の算定の見直し、広域化等支援基金の創設等）、老人保健法改正
（老人医療対象年齢の見直し、一部負担金の見直し(定率1割/一定以上所得者2割)、高
額医療費の見直し、公費負担割合の引き上げ、老人医療費拠出金の算定方法の改正等)

国民健康保険法改正（退職被保険者等の一部負担金の見直し、外来薬剤一部負担金の廃
止、特例療養費の廃止等)

商品先物取引に係る雑所得等の賦課の特例に有価証券先物取引を加え、損失額の繰越控
除を最長3年間とする。

都道府県調整交付金の創設等、国保財政に係る枠組みの変更

山口市、小郡町、秋穂町、阿知須町、徳地町が合併
17年度中は旧市町の保険料の算出方法とする。

国民健康保険料の算出方法を統一（新しい算出方法により急激に負担が増える世帯には
激変緩和措置）

国民健康保険法改正(高齢者の一部負担割合の見直し(70歳以上現役並み所得者2割→3
割）、療養病床に入院している高齢者の食費・居住費の自己負担化、高額療養費自己負
担限度額の見直し、出産育児一時金の引上げ(300,000円→350,000円)、保険財政共同
安定化事業、高額医療費共同事業の継続）

国民健康保険法改正（前期高齢者の医療費に係る財政調整制度の創設、退職者医療制度
の対象年齢の見直し、高額介護合算制度創設、乳幼児の一部負担割合の見直し(2割対象
者/3歳未満→未就学児)、70歳以上2割（国策により1年間1割据置))、特定健康診査・
特定保健指導義務化、病床転換支援事業の創設）
後期高齢者医療制度創設
合併時国民健康保険料激変緩和措置の見直し

70歳以上現役並み所得者判定基準及び75歳到達月の高額療養費限度額の見直し、産科医
療補償制度の創設に伴う出産育児一時金の引上げ（350,000円→380,000円）
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平成 21年10月

22年 1月

22年 4月 

22年 5月

23年 4月 

24年 4月

24年 7月

25年 4月

26年 4月

27年 1月

27年 4月

27年 5月

28年 4月

29年 4月

29年 8月

29年10月

30年 4月

30年 8月

31年 4月

平成27年5月27日 「持続可能な医療保障制度を構築するための国民健康保険法等の一
部改正法」成立（平成30年度から都道府県が財政運営の責任主体を担う）

出産育児一時金の引上げ（380,000円→420,000円）、出産育児一時金直接支払制度の
開始

山口市と阿東町が合併
21年度中は旧市町の保険料の算出方法とする。

国民健康保険料の算出方法を統一（阿東地域の世帯には激変緩和措置）
70歳～74歳の一部負担割合の見直し(1割→2割)の凍結の延長(平成23年3月31日まで)、
資格証明書交付の見直し(高校生世代以下の者へは有効期限6ヶ月の被保険者証を交付す
る）、基礎賦課限度額の引上げ（470,000円→500,000円）、後期高齢者支援金等賦課
限度額の引上げ（120,000円→130,000円）

保険基盤安定制度（保険者支援分）、保険財政共同安定化事業、高額医療費共同事業の
延長

国民健康保険法改正（出産育児一時金引上げ380,000円→420,000円の恒久化）
70歳～74歳の一部負担割合の見直し(1割→2割)の凍結の延長(平成24年3月31日まで)
基礎賦課限度額の引上げ（500,000円→510,000円）、後期高齢者支援金等賦課限度額
の引上げ（130,000円→140,000円）、介護納付金賦課限度額の引上げ（100,000円→
120,000円）

70歳～74歳の一部負担割合の見直し(1割→2割)の凍結の延長(平成25年3月31日まで)、
都道府県調整交付金の割合引上げ(7％→9％)、療養給付費等負担金の引下げ(34％→
32％)、外来診療の現物給付化

住民基本台帳法改正に伴う外国人に対する国保・後期高齢者医療の適用

70歳～74歳の一部負担割合の見直し(1割→2割)の凍結の延長(平成26年3月31日まで)

保険基盤安定制度（保険者支援分）、保険財政共同安定化事業、高額医療費共同事業の
延長、70歳～74歳の一部負担割合の特例措置の見直し（平成26年4月1日以降に70歳に
達する者は2割負担、平成26年3月31日以前に70歳に達する者は1割負担)、法定軽減対
象世帯の拡充(5割軽減、2割軽減)、後期高齢者支援金賦課限度額の引上げ(140,000円
→160,000円)、介護納付金賦課限度額の引上げ（120,000円→140,000円）

70歳未満の被保険者等にかかる高額療養費及び高額介護合算療養費の算定基準額等の見
直し(所得区分が3段階から5段階へ細分化）、出産育児一時金の見直し(出産育児一時金
の金額を390,000円→404,000円、産科医療補償制度に加入する場合の加算額を30,000円
→16,000円）

基礎賦課額限度額の引上げ（510,000円→520,000円）、後期高齢者支援金賦課限度額
の引上げ（160,000円→170,000円）、介護納付金賦課限度額の引上げ（140,000円→
160,000円）、法定軽減対象世帯の拡充(5割軽減、2割軽減)、保険基盤安定制度(保険
者支援分）・保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業の恒久化、保険財政共同安
定化事業は事業対象を全ての医療費に拡大

基礎賦課額限度額の引上げ（520,000円→540,000円）、後期高齢者支援金賦課限度額
の引上げ(170,000円→190,000円)、法定軽減対象世帯の拡充(5割軽減、2割軽減)、入
院時食事代の負担額引上げ(一般世帯１食あたり260円→360円）

法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割軽減）

70歳～74歳の高額療養費自己負担限度額の見直し

入院時居住費の負担額引上げ（医療区分Ⅰ 1日あたり320円→370円、医療区分Ⅱ・Ⅲ
1日あたり0円→200円）

国民健康保険都道府県単位化、基礎賦課額限度額の引上げ(540,000円→580,000円)、
法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割軽減)、入院時食事代の負担額引上げ(一般世帯
１食あたり360円→460円）、入院時居住費の負担額引上げ（医療区分Ⅱ・Ⅲ 1日あた
り200円→370円）

70歳～74歳の高額療養費及び高額介護合算療養費の所得区分の細分化及び自己負担限度
額の見直し

基礎賦課額限度額の引上げ（580,000円→610,000円)、法定軽減対象世帯の拡充（5割
軽減、2割軽減)、旧被扶養者減免(応益割)の減免期間の見直し（当分の間→資格取得月
以後２年に限る）
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令和  2年 4月  

 2年 5月  

 2年 7月  

 3年 4月  

 3年 7月  

 4年 1月

 4年 4月

 4年 7月

 5年 4月

 6年 1月

 6年 4月

 6年 6月

 7年 4月

 8年 4月

 8年 6月

 8年 8月

入院時食事代の負担額引上げ(一般世帯１食あたり460円→490円、非課税世帯Ⅱ１食あ
たり210円→230円(90日超160円→180円)、非課税世帯Ⅰ１食あたり100円→110円）

※ 平成17年9月までは、合併前の旧山口市の状況。

※ 平成17年10月から平成21年12月までは、阿東町と合併する前の山口市の状況。

出産育児一時金の見直し（出産育児一時金の金額を404,000円→408,000円、産科医療
補償制度に加入する場合の加算額を16,000円→12,000円）

未就学児均等割額保険料軽減の導入、基礎賦課額限度額の引上げ(630,000円→650,000
円)、後期高齢者支援金賦課限度額の引上げ(190,000円→200,000円）

新型コロナウイルス感染症による保険料の減免申請の受付開始(令和4年4月1日から令和
5年3月31日までの保険料が対象）

出産育児一時金の支給額の引上げ（408,000円→488,000円）、後期高齢者支援金賦課
限度額の引上げ（200,000円→220,000円）、法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割
軽減）

産前産後期間の保険料免除制度開始

後期高齢者支援金賦課限度額の引上げ（220,000円→240,000円）、法定軽減対象世帯
の拡充（5割軽減、2割軽減）、退職者医療制度の廃止

子ども･子育て支援納付金賦課額の新設、基礎賦課限度額の引上げ（660,000円→
670,000円）、法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割軽減）、はり・きゅう施術費助
成内容の見直し（1術の助成単価800円→1,000円、月の利用上限回数10回→5回）

入院時食事代の負担額引上げ(１食あたり 一般世帯 510円→550円、非課税世帯Ⅱ 240
円→270円(90日超190円→220円)、非課税世帯Ⅰ 110円→130円）
療養病床に入院している高齢者の食費及び居住費の負担額引上げ(食費：１食あたり 一
般世帯 510円(一部医療機関では470円)→550円(一部医療機関では510円)、非課税世帯
Ⅱ 240円→270円、非課税世帯Ⅰ 140円→160円、居住費：１日あたり 370円→430円）

高額療養費自己負担限度額の見直し及び年間上限の導入

新型コロナウイルス感染症による保険料の減免申請の受付開始(令和3年4月1日から令和
4年3月31日までの保険料が対象）

基礎賦課額限度額の引上げ（610,000円→630,000円）、介護納付金賦課限度額の引上
げ（160,000円→170,000円）、法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割軽減）

新型コロナウイルス感染症による傷病手当金の支給申請の受付開始（適用期間:令和2年
1月1日～規則で定める日）

新型コロナウイルス感染症による保険料の減免申請の受付開始(令和2年2月1日から令和
3年3月31日までの保険料が対象）

国民健康保険料の軽減判定所得基準額の見直し（基準額330,000円→430,000円、被保
険者が2人以上いる世帯の軽減措置）

基礎賦課限度額の引上げ（650,000円→660,000円）、後期高齢者支援金賦課限度額の
引上げ（240,000円→260,000円）、法定軽減対象世帯の拡充（5割軽減、2割軽減)、入
院時食事代の負担額引上げ(一般世帯１食あたり490円→510円、非課税世帯Ⅱ１食あた
り230円→240円(90日超180円→190円)）
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２　国民健康保険運営協議会

氏　　　　名 推　薦　母　体　等

須　　山　　和　　惠 山 口 地 域

山　　根　　由　　彦 小 郡 地 域

吉　　岡　　秀　　夫 秋 穂 地 域

西　　村　　敏　　之 阿 知 須 地 域

田　　中　　光　　明 徳 地 地 域

賀　　屋　　良　　季 阿 東 地 域

國　　近　　英　　樹 山 口 市 医 師 会

綿　　貫　　俊　　夫 吉 南 医 師 会

長　　﨑　　孝　　司 山 口 市 歯 科 医 師 会

安　　元　　重　　実 吉 南 歯 科 医 師 会

岡　　　　　幸　　夫 山 口 市 薬 剤 師 会

部　　坂　　理 恵 子 吉 南 薬 剤 師 会

柳　　谷　　統　　子 山 口 商 工 会 議 所

岸　　田　　忠　　朗 山口県農業協同組合山口統括本部

阿　　部　　和　　雄 山 口 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会

鳥　　養　　祐　　矢 山 口 市 議 会

柿　　沼　　瑞　　穂 山 口 市 議 会

尾　　上　　頼　　子 山 口 市 議 会

手　　嶋　　武　　実 全 国 健 康 保 険 協 会 山 口 支 部

山　　本　　行　　政 山口県自動車販売健康保険組合

友　　永　　康　　江 警 察 共 済 組 合 山 口 県 支 部

　国民健康保険運営協議会は国民健康保険法第11条の規定に基づいて設置された市長の諮問機関であり、国

民健康保険事業の運営に関する重要事項その他必要事項を審議する。この協議会は、国民健康保険法施行令

（以下「政令」という。）第3条に基づき本市国民健康保険条例第2条の規定により、

任期：令和7年12月21日～令和10年12月20日

被 用 者 保 険 等 代 表

 (1)　被保険者を代表する委員　　6人

 (2)　国民健康保険医又は国民健康保険薬剤師を代表する委員　　6人

 (3)　公益を代表する委員　　6人

 (4)　被用者保険等保険者を代表する委員　　3人

被 保 険 者 代 表

公 益 代 表

の21人で構成され、委員の任期は3年とし、会長は公益を代表する委員の中から全委員がこれを選挙する。
(政令第4・5条)

○山口市国民健康保険運営協議会委員名簿（令和8年7月末現在）

区　　　分

保険医・薬剤師代表
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被 保 険 者
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対前年比
国保

加入世帯
対前年比 加入率 全市 対前年比 被保険者数 対前年比 加入率

R3 304世帯 22,961世帯 ▲453世帯 25.57% 188,436人 ▲1,164人 33,992人 ▲991人 18.04%

R4 715世帯 22,312世帯 ▲649世帯 24.65% 187,674人 ▲762人 32,564人 ▲1,428人 17.35%

R5 161世帯 21,533世帯 ▲779世帯 23.74% 186,088人 ▲1,586人 31,107人 ▲1,457人 16.72%

R6 394世帯 20,799世帯 ▲734世帯 22.84% 184,585人 ▲1,503人 29,693人 ▲1,414人 16.09%

R7 67世帯 20,187世帯 ▲612世帯 22.15% 182,958人 ▲1,627人 28,409人 ▲1,284人 15.53%

２　令和７年度年代別人口に占める国保被保険者（年度末）

　１  年度別世帯数と被保険者数の推移（各年度末）

世帯数 人口

※75歳以上は後期高齢者医療被保険者

    種別

年度 全市

89,811世帯

90,526世帯

90,687世帯

91,081世帯

91,148世帯

6,693

8,891

8,491

8,909

11,712

13,184

10,902

5,602

13,029

407

678

731

813

1,413

1,675

3,411

3,876

04,0008,00012,00016,00020,000

0 ～ 9 

10 ～ 19

20 ～ 29

30 ～ 39

40 ～ 49

50 ～ 59

60 ～ 69

70 ～ 74

75以上

（男）

6,428

8,498

8,135

8,668

11,663

13,515

11,814

6,240

20,584

382

605

751

846

1,257

1,774

4,862

4,928

0 4,000 8,000 12,000 16,000 20,000

0 ～ 9 

10 ～ 19

20 ～ 29

30 ～ 39

40 ～ 49

50 ～ 59

60 ～ 69

70 ～ 74

75以上

（女）

国保被保険者

住民登録人口
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３　国保被保険者の年代別内訳（各年度末）

対前年比 割　合 被保険者数 対前年比 割　合 被保険者数 対前年比 割　合

R3 ▲95人 7.28% 3,641人 ▲55人 10.71% 9,364人 ▲187人 27.55%

R4 ▲90人 7.33% 3,624人 ▲17人 11.13% 9,146人 ▲218人 28.09%

R5 ▲68人 7.45% 3,383人 ▲241人 10.88% 8,935人 ▲211人 28.72%

R6 ▲117人 7.41% 3,341人 ▲42人 11.25% 8,809人 ▲126人 29.67%

R7 ▲129人 7.29% 3,141人 ▲200人 11.06% 8,637人 ▲172人 30.40%

対前年比 割　合 被保険者数 対前年比 割　合

R3 ▲397人 19.94% 11,733人 ▲257人 34.52% 33,992人

R4 ▲377人 19.66% 11,007人 ▲726人 33.80% 32,564人

R5 ▲234人 19.83% 10,304人 ▲703人 33.12% 31,107人

R6 ▲192人 20.12% 9,367人 ▲937人 31.55% 29,693人

R7 ▲220人 20.26% 8,804人 ▲563人 30.99% 28,409人

４　令和７年度月別被保険者数（各月末現在）

増 減 差引増減 増 減 差引増減

R7. 4 931世帯 404世帯 527世帯 30,440人 1,486人 739人 747人

5 319世帯 398世帯 ▲79世帯 30,306人 482人 616人 ▲134人

6 298世帯 423世帯 ▲125世帯 30,050人 448人 704人 ▲256人

7 336世帯 418世帯 ▲82世帯 29,907人 524人 667人 ▲143人

8 256世帯 424世帯 ▲168世帯 29,682人 376人 601人 ▲225人

9 374世帯 364世帯 10世帯 29,615人 520人 587人 ▲67人

10 319世帯 424世帯 ▲105世帯 29,410人 484人 689人 ▲205人

11 244世帯 352世帯 ▲108世帯 29,229人 352人 533人 ▲181人

12 246世帯 352世帯 ▲106世帯 29,027人 370人 572人 ▲202人

R8. 1 291世帯 397世帯 ▲106世帯 28,853人 438人 612人 ▲174人

2 263世帯 414世帯 ▲151世帯 28,620人 396人 629人 ▲233人

3 379世帯 498世帯 ▲119世帯 28,409人 531人 742人 ▲211人

4,256世帯 4,868世帯 ▲612世帯 353,548人 6,407人 7,691人 ▲1,284人

355世帯 406世帯 ▲51世帯 29,462人 534人 641人 ▲107人平    均

合    計

０～１９歳

６５～６９歳

20,187世帯

249,448世帯

20,787世帯

21,040世帯

20,872世帯

20,306世帯

20,882世帯

20,777世帯

20,669世帯

20,563世帯

20,457世帯

2,201人

21,326世帯

21,247世帯

21,122世帯

5,975人

７０～７４歳

被保険者数
異　動　内　訳

            種別

 月別

6,167人

2,072人

    種別

年度

    種別

年度

2,476人

2,386人

被保険者数

異　動　内　訳

合計

２０～３９歳 ４０～６４歳

被保険者数世　帯　数

6,778人

6,401人

5,755人

被保険者数

世帯数

2,318人
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経 理 状 況
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予算現額 決  算  額 構成比 予算現額 決  算  額 構成比

円 円 % 円 円 ％

3,174,754,000 3,348,505,390 18.50 318,848,000 301,847,140 1.67

1,702,000 1,473,730 0.01 療 養 給 付 費 12,018,673,000 10,952,597,124 60.71

13,420,000 13,420,000 0.07 療 養 費 78,327,000 78,326,805 0.43

0 244,000 0.00 小 計 12,097,000,000 11,030,923,929 61.15

13,420,000 13,664,000 0.08 審 査 手 数 料 34,056,000 31,844,131 0.18

14,308,680,000 13,224,401,874 73.06 1,870,000,000 1,772,650,217 9.83

13,980,457,000 12,834,111,874 70.90 2,300,000 2,026,755 0.01

328,223,000 390,290,000 2.16 1,000 0 0.00

保険者努力
支 援 分

59,553,000 59,024,000 0.33 36,016,000 29,761,172 0.16

特 別 調 整
交 付 金 分

100,611,000 88,038,000 0.49 13,250,000 12,300,000 0.07

県 繰 入 金
（ 2 号 分 ）

137,695,000 212,864,000 1.18 14,052,623,000 12,879,506,204 71.39

特定健康診
査等負担金

30,364,000 30,364,000 0.17 3,209,730,000 3,209,729,982 17.79

1,000 0 0.00 1,029,580,000 1,029,579,898 5.71

14,308,681,000 13,224,401,874 73.06 318,382,000 318,381,113 1.76

200,000 2,493,285 0.01 4,557,692,000 4,557,690,993 25.26

1,452,026,000 1,430,633,228 7.90 263,130,000 243,569,999 1.35

223,211,000 0 0.00 1,000 0 0.00

7,802,000 7,802,309 0.04 0 0 0.00

27,602,000 17,139,743 0.09 65,120,000 57,341,825 0.32

58,016,000 54,454,944 0.30 10,000,000 0 0.00

19,267,414,000 18,100,568,503 100.00 19,267,414,000 18,039,956,161 100.00

60,612,342

繰 越 金

使 用 料 及 び
手 数 料

出 産 育 児 諸 費

介 護 納 付 金 分計

子ども子育て支
援事業費補助金

保険給付費等
交 付 金

普 通 交 付 金

葬 祭 諸 費

高 額 療 養 費

高 額 介 護 合 算
療 養 費

財 政 安 定 化
基 金 交 付 金

療

養

諸

費

収支差引残額

予 備 費

計

一 般 会 計繰

入

金

合       計

基 金 繰 入 金

諸 支 出 金
延滞金、加算金
及 び 過 料

合         計

雑 入

事
業
費
納
付
金

公 債 費

基 金 積 立 金

後 期 高 齢 者
支 援 金 等 分

諸

収

入

　１　令和７年度国民健康保険特別会計決算内訳表

特 別 交 付 金

保 健 事 業 費

社会保障・税番号制
度ｼｽﾃﾑ整備費補助金

計

移 送 費

計

医 療 給 付 費 分

歳入科目 歳出科目

財 産 収 入

県

支

出

金

国
庫
支
出
金

保

険

給

付

費

保 険 料 ( 税 ) 総 務 費
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予算額 構成比 予算額 構成比

千円 ％ 千円 ％

医療 現年
2,156,631
(95.58%)

後期 現年
712,128

(95.62%)

介護 現年
227,836

(92.88%)
療養給付費 11,430,000 61.69

子ども 現年
81,493

(95.58%)
療 養 費 77,000 0.42

医療 滞納 65,772 小 計 11,507,000 62.11

後期 滞納 19,963 審査手数料 51,232 診療報酬審査支払手数料等 0.28

介護 滞納 12,866 1,830,000 9.88

医療 滞納 143 2,300 0.01

介護 滞納 13 1 0.00

3,276,845 36,016
36,000

16 0.19

1,602 督促手数料 0.01 13,250 0.07

13,704,106 73.97 13,439,799 72.54

普通交付金 13,381,384 72.23 2,962,158 15.99

1,043,130 5.63

321,472 1.74

1 0.00 104,559 0.56

13,704,107 73.97 4,431,319 23.92

1,400 0.01

1 0.00

28,197 0.15 59,324 0.32

1 0.00 10,000 0.05

25,602 0.14

54,200 0.29

18,527,326 100.00 18,527,326 100.00合       計

266,085
特定健診等事業費
疾病予防費
施術費

延滞金、加算
金 及 び 過 料

雑 入

諸

収

入

繰 越 金

基 金 繰 入 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

合         計

1.73

職員人件費、一般事務費、医
療費適正化特別対策事業費、
連合会負担金、賦課徴収費、
運営協議会費、趣旨普及費

基金積立金利子

58,369
97,111

133,746
33,496

1.74

1.44

後 期 高 齢 者
支 援 金 等 分

介護納付金分

計

出産育児一時金
審査支払手数料

計

保険者努力支援分
特別調整交付金分
県繰入金(2号分)
特定健診等負担金

保険基盤安定
未就学児均等割
職員給与費等
産前産後
財政安定化
その他

保

険

給

付

費

17.69

出産育児諸費

3,276,689

156

事

業

費

納

付

金

医療給付費分

償還金及び還付加算金

葬 祭 諸 費

137,487
121,516

7,082

高額介護合算
療 養 費

療

養

諸

費

計

保険給付費等
交 付 金

保

険

料

（

税

)

保 険 料

（予定収納率）

保 険 税

計

説　　　　明

総 務 費 320,798

移 送 費

子ども･子育て
支援納付金分

　２　令和８年度国民健康保険特別会計予算内訳表

繰

入

金

7.75

889,104
5,000

297,132
1,800

163,390
78,946

1,435,372一 般 会 計

歳入科目 説　　　　明 歳出科目

特別交付金 322,722

財 産 収 入

使 用 料 及 び
手 数 料

高 額 療 養 費

県

支

出

金 財 政 安 定 化
基 金 交 付 金
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（歳入）

区　　　分

決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比

保 険 料 3,437,569,320 16.97% 3,277,369,426 16.97% 3,198,807,303 16.48% 3,096,954,182 16.46% 3,348,505,390 18.50%

（退職） (277,310) (179,394) (373,871)

国 庫 支 出 金 8,114,000 0.04% 3,000 0.00% 512,000 0.00% 4,884,000 0.03% 13,664,000 0.08%

県 支 出 金 15,194,531,570 75.02% 14,487,430,043 75.03% 14,438,829,056 74.38% 13,748,752,077 73.08% 13,224,401,874 73.06%

繰 入 金 1,419,316,539 7.01% 1,426,281,838 7.39% 1,644,975,625 8.48% 1,810,784,430 9.62% 1,430,633,228 7.90%
（基金繰入金）(e) (0) (0) (217,954,000) (435,615,432) (0) 

繰 越 金 (c) 130,856,202 0.65% 40,785,136 0.21% 68,325,273 0.35% 64,775,903 0.34% 7,802,309 0.04%

そ の 他 63,488,781 0.31% 76,996,833 0.40% 60,180,538 0.31% 87,771,377 0.47% 75,561,702 0.42%

合 計 (a) 20,253,876,412 100.00% 19,308,866,276 100.00% 19,411,629,795 100.00% 18,813,921,969 100.00% 18,100,568,503 100.00%

区　　　分

収 支 差 引 額
(a)-(b)

単 年 度 収 支
差 引 額
{(a)-(c)-(e)}
-{(b)-(d)}

基 金 保 有 額

R7

R7

60,612,342 

52,810,033 

930,000,000 

※下段( )内の金額は内数。
※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

1,583,569,432 

R4

R4

R3

68,325,273 

27,540,137 

1,583,569,432 

▲ 90,071,066 

　３　年度別決算分析

R6

R6

7,802,309 

▲ 492,589,026

930,000,000 

R5

R5

64,775,903 

▲ 221,503,370

1,365,615,432 

R3

40,785,136 
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（歳出）

区　　　分

決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比 決算額（円） 構成比

総 務 費 242,929,732 1.20% 252,005,762 1.31% 253,999,947 1.31% 279,063,372 1.48% 301,847,140 1.67%

保 険 給 付 費 14,812,794,967 73.28% 14,074,820,052 73.15% 14,074,860,494 72.75% 13,306,615,866 70.76% 12,879,506,204 71.40%

（退職） (2,058)

事 業 費 納 付 金 4,859,135,111 24.04% 4,615,702,183 23.99% 4,726,867,090 24.43% 4,907,702,708 26.10% 4,557,690,993 25.26%

（退職） (11,681,412) (946,948) (1,859,897)

保 健 事 業 費 255,986,323 1.27% 244,666,251 1.27% 246,440,818 1.28% 245,643,657 1.30% 243,569,999 1.35%

共同事業拠出金 1,740 0.00% 182 0.00% 242 0.00% － － 

基金積立金 (d) 0 0 0 0 0

そ の 他 42,243,403 0.21% 53,346,573 0.28% 44,685,301 0.23% 67,094,057 0.36% 57,341,825 0.32%

合 計 (b) 20,213,091,276 100.00% 19,240,541,003 100.00% 19,346,853,892 100.00% 18,806,119,660 100.00% 18,039,956,161 100.00%

※下段( )内の金額は内数。
※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

R7R6R4R3 R5

- 19 -



（単位：円）

保
険
者
努
力

支

援

分

特

別

調

整

交

付

金

分

県

繰

入

金

（
2
号
分
）

特
定
健
康
診

査
等
負
担
金

R3 145,953 98,458 232 422,945 1,873 2,607 6,855 920 0 40,652 3,748 580,108

R4 143,545 97,038 0 415,303 2,219 2,866 7,563 1,001 0 42,230 1,208 571,708

R5 143,766 98,918 16 433,658 2,143 2,712 7,097 887 0 44,128 2,113 600,273

R6 145,463 100,499 158 429,937 2,468 3,556 8,793 1,186 0 44,603 2,101 610,227

R7 162,459 113,244 462 434,039 1,996 2,977 7,199 1,027 0 48,383 264 612,147

歳 出

R3 6,958 366,855 1,045 424,265 98,856 31,449 8,870 0 7,332 578,939 1,168

R4 7,462 360,358 1,048 416,735 98,093 29,733 8,838 0 7,244 569,685 2,023

R5 7,855 374,787 1,054 435,242 102,497 33,501 10,172 0 7,621 598,270 2,003

R6 9,051 371,654 605 431,599 112,408 35,919 10,854 － 7,967 609,974 253

R7 10,208 373,057 1,077 435,575 108,551 34,820 10,767 － 8,237 610,097 2,050

※令和５年度以前は退職被保険者分を含む。

事 業 費 納 付 金

　４　年度別被保険者１人当たり諸費

被 保 険 者 １ 人 当 た り 諸 費

医

療

給

付

費

分

後

期

高

齢

者

支

援

金

等

分

介

護

納

付

金

分

収

支

差

引

額

総

務

費

療

養

諸

費

（

小

計

）

審

査

支

払

手

数

料

保

険

給

付

費

（
計

）

共

同

事

業

拠

出

金

保

健

事

業

費

合

計

被 保 険 者 １ 人 当 た り 諸 費

   区分

年度

   区分

年度

一

世

帯

当

た

り

保

険

料

調

定

額

（
現

年

度

分

）

歳 入
保

険

料

国

庫

支

出

金

県 支 出 金 一
般
会
計
等
繰
入
金

繰

越

金

保 険 給 付 費 等 交 付 金
合

計

普

通

交

付

金

特 別 調 整 交 付 金
財

政

安

定

化

基

金

交

付

金
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保 険 料
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％ 円 円 円

医 療 分 8.90   22,900  23,000  630,000  

後 期 分 2.60   6,600  6,300  190,000  

介 護 分 3.00   8,200  6,000  170,000  

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

医 療 分 8.90   22,900  23,000  650,000  

後 期 分 2.60   6,600  6,300  200,000  

介 護 分 3.00   8,200  6,000  170,000  

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

医 療 分 8.90   22,900  23,000  650,000  

後 期 分 2.60   6,600  6,300  220,000  

介 護 分 3.00   8,200  6,000  170,000  

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

医 療 分 8.90   22,900  23,000  650,000  

後 期 分 2.60   6,600  6,300  240,000  

介 護 分 3.00   8,200  6,000  170,000  

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

医 療 分 9.30   24,600  23,000  660,000  

後 期 分 3.00   8,200  7,400  260,000  

介 護 分 3.10   9,200  6,100  170,000  

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

医 療 分 9.30   24,600  23,000  670,000  

後 期 分 3.00   8,200  7,400  260,000  

介 護 分 3.10   9,200  6,100  170,000  

1,040  
(40) 

(賦課割合) （ 54 % ） （ 29 % ） （ 17 % ）

※子ども分（子ども･子育て支援納付金分）の均等割額は、下段( )内の18歳以上均等割額を含んだ額。

R7
保険料率改定
限度額改定

R4 限度額改定

R5 限度額改定

R6 限度額改定

R3 変更なし

　１  保険料率

均等割 平等割 賦課限度額 備考所得割
   　　　　区分

 年度

R8

子ども･子育て支
援納付金分保険
料新新設
限度額改定

0.33   子ども分 900  30,000  
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一 般 分 退 職 分

円 円 円 ％ 円 ％

医療分 70,537 70,537 0 100.7 104,940 99.6 

後期分 20,429 20,429 0 100.7 30,393 99.7 

介護分 26,468 26,468 0 101.2 30,297 101.0 

合計 117,434 117,434 0 100.8 165,630 99.9 

医療分 70,072 70,072 0 99.3 103,053 98.2 

後期分 20,327 20,327 0 99.5 29,894 98.4 

介護分 26,272 26,272 0 99.3 30,070 99.3 

合計 116,671 116,671 0 99.4 163,017 98.4 

医療分 70,805 70,805 0 101.0 102,862 99.8 

後期分 20,696 20,696 0 101.8 30,066 100.6 

介護分 26,737 26,737 0 101.8 30,569 101.7 

合計 118,238 118,238 0 101.3 163,497 100.3 

医療分 72,249 72,249 0 102.0 103,706 100.8 

後期分 21,269 21,269 0 102.8 30,529 101.5 

介護分 27,166 27,166 0 101.6 30,936 101.2 

合計 120,684 120,684 0 102.1 165,171 101.0 

医療分 79,581 79,581 0 110.1 112,924 108.9 

後期分 26,270 26,270 0 123.5 37,277 122.1 

介護分 29,241 29,241 0 107.6 33,060 106.9 

合計 135,092 135,092 0 111.9 183,261 111.0 

R5

R6

R4

R7

　２　保険料（現年度分）の状況（決算）

１ 世 帯 当 た り 調 定 額

金 額 対 前 年 比 金 額 対 前 年 比

        区分

 年度

１  人  当　た　り  調  定  額

R3
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　３　低所得者に対する保険料軽減状況

世帯数 構成比 構成比 金　額 世帯数 構成比 世帯数 構成比

世帯 ％ ％ 千円 世帯 ％ 世帯 ％

医療分 8,447 30.7 14.8 111,625 3,270 11.9 15,797 57.5

支援分 8,447 30.7 14.8 31,609 3,270 11.9 15,797 57.5

介護分 3,048 29.9 13.2 9,092 1,032 10.1 5,431 53.3

合計 152,326

医療分 8,614 31.3 14.7 105,911 3,238 11.8 15,880 57.8

支援分 8,614 31.3 14.7 29,986 3,238 11.8 15,880 57.8

介護分 3,076 30.4 12.8 8,614 1,009 10.0 5,382 53.3

合計 144,511

医療分 8,561 32.0 14.5 102,605 3,158 11.8 15,585 58.3

支援分 8,561 32.0 14.5 29,053 3,158 11.8 15,585 58.3

介護分 3,065 30.9 13.2 8,924 951 9.6 5,330 53.7

合計 140,582

医療分 8,135 31.2 14.5 97,340 3,030 11.6 14,935 57.3

支援分 8,135 31.2 14.5 27,559 3,030 11.6 14,935 57.3

介護分 2,989 30.5 13.3 8,814 926 9.4 5,222 53.2

合計 133,713

医療分 7,618 30.2 13.8 93,502 2,782 11.0 13,891 55.1

支援分 7,618 30.2 13.8 30,748 2,782 11.0 13,891 55.1

介護分 2,913 29.9 13.2 9,329 871 8.9 5,074 52.0

合計 133,579

R6

244,527 3,770 31,031 26,046

68,930 3,770 8,786 26,046

26,533 1,307 2,388 9,816

339,990 42,205

R4

267,880 4,028 34,507 27,477

75,530 4,028 9,772 27,477

27,682 1,297 2,649 10,106

371,092 46,928

　　    区分

 年度

７ 割 軽 減 ５ 割 軽減 ２ 割 軽減 軽減計
加　入
世帯数

金　額 世帯数 金　額

千円 世帯 千円 世帯

1,351 2,745 10,198

373,069 48,270

R3

269,482 4,080 35,478 27,491

75,985 4,080 10,047 27,491

27,602

R5

260,705 3,866 33,346 26,737

73,496 3,866 9,443 26,737

27,393 1,314 2,468 9,920

361,594 45,257

R7

237,302 3,491 29,886 25,232

77,808 3,491 9,835 25,232

27,961 1,290 2,471 9,754

343,071 42,192
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調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

円 円 ％ 円 円 ％ 円 円 ％

一般 2,462,723,727 2,378,964,050 96.60 300,855,531 90,535,547 30.09 2,763,579,258 2,469,499,597 89.36

退職 0 0 - 2,500,148 201,479 8.06 2,500,148 201,479 8.06

合計 2,462,723,727 2,378,964,050 96.60 303,355,679 90,737,026 29.91 2,766,079,406 2,469,701,076 89.29

一般 713,264,353 689,089,476 96.61 83,814,960 25,536,030 30.47 797,079,313 714,625,506 89.66

退職 0 0 - 499,485 20,258 4.06 499,485 20,258 4.06

合計 713,264,353 689,089,476 96.61 84,314,445 25,556,288 30.31 797,578,798 714,645,764 89.60

一般 249,225,220 234,907,746 94.26 55,548,531 15,313,499 27.57 304,773,751 250,221,245 82.10

退職 0 0 - 656,805 55,573 8.46 656,805 55,573 8.46

合計 249,225,220 234,907,746 94.26 56,205,336 15,369,072 27.34 305,430,556 250,276,818 81.94

一般 3,425,213,300 3,302,961,272 96.43 440,219,022 131,385,076 29.85 3,865,432,322 3,434,346,348 88.85

退職 0 0 - 3,656,438 277,310 7.58 3,656,438 277,310 7.58

合計 3,425,213,300 3,302,961,272 96.43 443,875,460 131,662,386 29.66 3,869,088,760 3,434,623,658 88.77

一般 2,366,619,510 2,282,324,831 96.44 271,297,155 69,352,526 25.56 2,637,916,665 2,351,677,357 89.15

退職 0 0 - 2,297,068 122,065 5.31 2,297,068 122,065 5.31

合計 2,366,619,510 2,282,324,831 96.44 273,594,223 69,474,591 25.39 2,640,213,733 2,351,799,422 89.08

一般 686,514,410 662,177,612 96.46 76,008,103 19,694,731 25.91 762,522,513 681,872,343 89.42

退職 0 0 - 478,765 21,737 4.54 478,765 21,737 4.54

合計 686,514,410 662,177,612 96.46 76,486,868 19,716,468 25.78 763,001,278 681,894,080 89.37

一般 243,388,330 228,623,956 93.93 50,641,527 11,659,526 23.02 294,029,857 240,283,482 81.72

退職 0 0 - 600,775 35,592 5.92 600,775 35,592 5.92

合計 243,388,330 228,623,956 93.93 51,242,302 11,695,118 22.82 294,630,632 240,319,074 81.57

一般 3,296,522,250 3,173,126,399 96.26 397,946,785 100,706,783 25.31 3,694,469,035 3,273,833,182 88.61

退職 0 0 - 3,376,608 179,394 5.31 3,376,608 179,394 5.31

合計 3,296,522,250 3,173,126,399 96.26 401,323,393 100,886,177 25.14 3,697,845,643 3,274,012,576 88.54

一般 2,289,699,640 2,209,423,895 96.49 262,896,642 77,954,004 29.65 2,552,596,282 2,287,377,899 89.61

退職 0 0 - 2,175,003 265,307 12.20 2,175,003 265,307 12.20

合計 2,289,699,640 2,209,423,895 96.49 265,071,645 78,219,311 29.51 2,554,771,285 2,287,643,206 89.54

一般 669,278,870 646,053,660 96.53 73,989,902 22,176,028 29.97 743,268,772 668,229,688 89.90

退職 0 0 - 457,028 31,768 6.95 457,028 31,768 6.95

合計 669,278,870 646,053,660 96.53 74,446,930 22,207,796 29.83 743,725,800 668,261,456 89.85

一般 241,249,720 226,472,938 93.87 49,579,009 13,475,027 27.18 290,828,729 239,947,965 82.50

退職 0 0 - 565,183 76,796 13.59 565,183 76,796 13.59

合計 241,249,720 226,472,938 93.87 50,144,192 13,551,823 27.03 291,393,912 240,024,761 82.37

一般 3,200,228,230 3,081,950,493 96.30 386,465,553 113,605,059 29.40 3,586,693,783 3,195,555,552 89.09

退職 0 0 - 3,197,214 373,871 11.69 3,197,214 373,871 11.69

合計 3,200,228,230 3,081,950,493 96.30 389,662,767 113,978,930 29.25 3,589,890,997 3,195,929,423 89.03

2,227,497,617 2,140,094,766 96.08 245,049,896 66,948,652 27.32 2,472,547,513 2,207,043,418 89.26

655,732,693 630,307,726 96.12 69,321,239 19,242,537 27.76 725,053,932 649,550,263 89.59

241,179,590 225,218,715 93.38 48,081,063 12,109,356 25.19 289,260,653 237,328,071 82.05

3,124,409,900 2,995,621,207 95.88 362,452,198 98,300,545 27.12 3,486,862,098 3,093,921,752 88.73

2,353,119,541 2,268,866,017 96.42 239,275,097 58,859,800 24.60 2,592,394,638 2,327,725,817 89.79

776,783,339 749,414,409 96.48 68,213,187 17,092,236 25.06 844,996,526 766,506,645 90.71

255,419,960 240,110,371 94.01 46,695,037 10,818,799 23.17 302,114,997 250,929,170 83.06

3,385,322,840 3,258,390,797 96.25 354,183,321 86,770,835 24.50 3,739,506,161 3,345,161,632 89.45

※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。　　　　　　

※居所不明者分の調定額を控除する前の調定額を用いて算定。

　４　年度別保険料収納状況

R3

医
療
分

支
援
分

介
護
分

合
計

R4

医
療
分

支
援
分

介
護
分

合
計

合　　　計 　　   区分
 年度

滞納繰越分現 年 度 分

医
療
分

支
援
分

介
護
分

合
計

R6

R5

医
療
分

支
援
分

介
護
分

合
計

R7

医
療
分

支
援
分

介
護
分

合
計
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　５　納付方法別保険料収納状況（現年度分）

世帯数 調定額 収納額 収納率 世帯数 調定額 収納額 収納率

世帯 千円 千円 世帯 千円 千円

％ ％ ％ ％ ％ ％

11,874 1,737,149 1,724,075 10,220 1,110,446 988,056

53.74 61.00 63.57 46.26 39.00 36.43

11,649 1,654,975 1,642,420 9,800 1,102,296 978,654

54.31 60.02 62.66 45.69 39.98 37.34

11,384 1,599,329 1,588,308 9,800 1,095,892 971,464

53.74 59.34 62.05 46.26 40.66 37.95

10,896 1,547,438 1,535,358 9,899 1,107,029 973,224

52.40 58.30 61.20 47.60 41.70 38.80

10,837 1,713,551 1,701,058 9,733 1,212,112 1,097,567

52.68 58.57 60.78 47.32 41.43 39.22

99.22 87.91R6

R4

口     座     振     替 自主納付（窓口払・銀行振込）

％ ％

 　区分

年度

99.24 88.78

99.25 88.98R3

88.6599.31R5

99.27 90.55R7
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保 険 給 付

- 27 -



　１　年度別療養の給付（入院・外科・歯科・調剤）

円 円 円 円 円 円 円 円 円

34,914 12,672 7,238,395,474 571,212 207,321 352,513 5,746,373,066 16,301 164,587 81,089 1,091,993,586 13,467 31,277

前 期
高 齢

19,102 8,223 4,864,433,474 591,564 254,656 246,927 4,093,688,102 16,579 214,307 52,364 705,947,036 13,482 36,957

0 0 0 - - 0 0 - - 0 0 - -

34,914 12,672 7,238,395,474 571,212 207,321 352,513 5,746,373,066 16,301 164,587 81,089 1,091,993,586 13,467 31,277

33,774 11,622 6,746,690,099 580,510 199,760 340,161 5,579,383,637 16,402 165,198 79,932 1,053,585,193 13,181 31,195

前 期
高 齢

18,147 7,495 4,528,226,456 604,166 249,530 233,793 3,912,079,586 16,733 215,577 51,073 673,310,630 13,183 37,103

0 0 ▲ 6,000 - - 0 ▲ 300 - - 0 0 - -

33,774 11,622 6,746,684,099 580,510 199,760 340,161 5,579,383,337 16,402 165,198 79,932 1,053,585,193 13,181 31,195

32,338 11,479 6,748,078,276 587,863 208,673 329,934 5,490,386,775 16,641 169,781 79,796 1,051,628,350 13,179 32,520

前 期
高 齢

17,140 7,446 4,602,905,376 618,172 268,548 222,347 3,791,721,250 17,053 221,221 50,426 663,039,590 13,149 38,684

0 0 0 - - 0 0 - - 0 0 - -

32,338 11,479 6,748,078,276 587,863 208,673 329,934 5,490,386,775 16,641 169,781 79,796 1,051,628,350 13,179 32,520

30,831 10,474 6,376,599,086 608,803 206,824 313,782 5,211,365,905 16,608 169,030 78,633 1,028,530,380 13,080 33,360

前 期
高 齢

16,023 6,616 4,223,326,336 638,350 263,579 208,424 3,548,514,936 17,025 221,464 49,030 637,745,600 13,007 39,802

29,569 10,030 6,087,622,350 606,941 205,879 298,634 4,968,279,374 16,637 168,023 77,210 1,011,988,360 13,107 34,225

前 期
高 齢

15,140 6,145 3,948,306,300 642,523 260,786 196,417 3,303,774,804 16,820 218,215 47,452 616,473,780 12,992 40,718

R6

全 体

歯　　　　　科

１　件
当たり
費用額

件数 費用額
１　件
当たり
費用額

１　人
当たり
費用額

件数 費用額

一 般

退 職

R5

一 般

退 職

合 計

合 計

R7

全 体

入　　　　　院 外　　　　　来

R4

一 般

退 職

合 計

R3

被保険

者　数
(年間
平均)

１　人
当たり
費用額

       区分

年度
件数 費用額

１　件
当たり
費用額

１　人
当たり
費用額
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前年比 前年比 前年比 前年比

円 円 円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

219,181 2,428,342,471 11,079 69,552 665,455 102.71 16,505,104,597 103.85 24,803 101.11 472,736 105.70

152,874 1,729,824,924 11,315 90,557 460,388 103.37 11,393,893,536 103.95 24,748 100.56 596,476 104.10

0 0 - - 0 0.00 0 0.00 - - - -

219,181 2,428,342,471 11,079 69,552 665,455 102.71 16,505,104,597 103.85 24,803 101.11 472,736 105.70

213,048 2,314,981,816 10,866 68,543 644,763 96.89 15,694,640,745 95.09 24,342 98.14 464,696 98.30

146,029 1,626,716,249 11,140 89,641 438,390 95.22 10,740,332,921 94.26 24,499 98.99 591,852 99.22

0 0 - - 0 - ▲ 6,300 - - - - -

213,048 2,314,981,816 10,866 68,543 644,763 96.89 15,694,634,445 95.09 24,342 98.14 464,696 98.30

209,520 2,308,668,067 11,019 71,392 630,729 97.82 15,598,761,468 99.39 24,731 101.60 482,366 103.80

140,264 1,564,178,080 11,152 91,259 420,483 95.92 10,621,844,296 98.90 25,261 103.11 619,711 104.71

0 0 - - 0 - 0 - - - - -

209,520 2,308,668,067 11,019 71,392 630,729 97.82 15,598,761,468 99.39 24,731 101.60 482,366 103.80

201,708 2,179,170,789 10,804 70,681 604,597 95.86 14,795,666,160 94.85 24,472 98.95 479,896 99.49

133,383 1,463,468,125 10,972 91,335 397,453 94.52 9,873,054,997 92.95 24,841 98.34 616,180 99.43

195,280 2,183,083,880 11,179 73,830 581,154 96.12 14,250,973,964 96.32 24,522 100.20 481,957 100.43

128,351 1,448,732,290 11,287 95,689 378,365 95.20 9,317,287,174 94.37 24,625 99.13 615,409 99.87

※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

件数

計

費用額
１　件
当たり
費用額

１　人
当たり
費用額

件数 費用額

調　　　　　剤

１　人
当たり
費用額

１　件
当たり
費用額
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対前年比 対前年比 対前年比

円 ％ ％ ％ 円 ％

25,321 101.13 1,947 104.62 493,010 105.81

 （再掲）

　前期高齢者
25,199 100.60 2,449 103.50 617,054 104.11

- - - - - -

25,321 101.13 1,947 104.62 493,010 105.81

24,835 98.08 1,951 100.21 484,489 98.27

 （再掲）

　前期高齢者
24,910 98.85 2,457 100.33 611,945 99.17

- - - - - -

24,835 98.08 1,950 100.15 484,489 98.27

25,250 101.67 1,992 102.10 502,904 103.80

 （再掲）

　前期高齢者
25,705 103.19 2,495 101.55 641,219 104.78

- - - - - -

25,250 101.67 1,992 102.15 502,904 103.80

24,988 98.96 2,003 100.55 500,443 99.51

 （再掲）

　前期高齢者
25,291 98.39 2,521 101.04 637,668 99.45

25,108 100.48 2,008 100.25 504,216 100.75

 （再掲）

　前期高齢者
25,114 99.30 2,543 100.87 638,550 100.14

※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

受　診　率

　         　　 区分

 年度

R6

全　　　体

合　　　計

R5

一　　　般

退　　　職

合　　　計

　２　年度別療養諸費諸率表

療 養 諸 費

１件当たり
費  用  額

１人当たり
費　用　額

R7

全　　　体

一　　　般

退　　　職

R4

合　　　計

R3

一　　　般

退　　　職
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対 前 年 度 増 加 対 前 年 比

円 円 ％

一 般 12,769,291,206 522,703,906 104.27

退 職 0 ▲ 7,413 0.00

合 計 12,769,291,206 522,696,493 104.27

一 般 12,126,346,590 ▲ 642,944,616 94.96

退 職 ▲ 4,410 ▲ 4,410 -

合 計 12,126,342,180 ▲ 642,949,026 94.96

一 般 12,058,979,100 ▲ 67,367,490 99.44

退 職 0 4,410 -

合 計 12,058,979,100 ▲ 67,363,080 99.44

R6 全 体 11,406,835,127 ▲ 652,143,973 94.59

R7 全 体 10,988,690,380 ▲ 418,144,747 96.33

※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

R5

　３　年度別療養諸費費用額保険者負担額の動向

R4

療 養 諸 費 費 用 額
保 険 者 負 担 額

R3

　　　　　　　　    区分

 年度
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件　　　　数 高 額 療 養 費 １件当たり支給額

件 円 円

一 般 31,432 1,922,323,046 61,158

退 職 0 0 -

小 計 31,432 1,922,323,046 61,158

一 般 29,960 1,818,085,784 60,684

退 職 0 0 -

小 計 29,960 1,818,085,784 60,684

一 般 31,848 1,867,973,049 58,653

退 職 0 0 -

小 計 31,848 1,867,973,049 58,653

R6 全 体 29,927 1,782,324,489 59,556

R7 全 体 28,924 1,771,963,834 61,263

※退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止。

R5

　４　高額療養費支給状況

R4

R3

　　　　　　　 　区分

 年度
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件数 給　付　額 件数 １件の支給額 給　付　額

円 円 円

R3.12月まで 404,000

R4.1月から 408,000

R5.3月まで 408,000

R5.4月から 488,000

488,000

488,000

50,000

　５　年度別出産育児一時金・葬祭費支給状況

　区分

年度

出 産 育 児 一 時 金

13,250,000
(500,000)

R5 74 35,453,546 265 50,000

葬 祭 費

円

１件の支給額
( )内は産科医療補償制度

対象の場合の支給額

R3
(420,000)

14,150,00050,00028328,116,08667

12,300,000
(500,000)

R4 66 27,381,906 304 50,000
(420,000)
408,000 15,200,000

12,800,000
(500,000)

R6 59 29,422,027 256

R7 58 29,749,202 246 50,000
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年度 年度

R3 R3

R4 R4

R5 R5

R6 R6

R7 R7

年度 年度

R3 R3

R4 R4

R5 R5

R6 R6

R7 R7

※ 補助金対象者分のみ計上

受診者数 金　　額 受診者数 金　　額 指導者数 金　　額 指導者数 金　　額

R3 592人 3,552,000円 934人 2,335,000円 R3 105人 462,120円 20人 276,000円

R4 534人 3,204,000円 902人 2,312,500円 R4 68人 355,680円 14人 190,400円

R5 567人 3,402,000円 895人 2,245,000円 R5 118人 541,800円 15人 201,600円

R6 547人 3,282,000円 871人 2,177,500円 R6 69人 318,804円 12人 140,392円

R7 535人 3,210,000円 827人 2,067,500円 R7 69人 305,044円 16人 201,128円

※ 補助金対象者分のみ計上

　８　任意検査項目支給状況 　11　特定保健指導支給状況

　６　人間ドック支給状況 　９　歯周疾患健診支給状況

　７　簡易脳ドック支給状況 　10　特定健診支給状況

1,060人 24,592,000円 8,324人 72,225,382円

1,147人 26,610,400円 8,870人 76,103,634円

2,784人 64,390,463円 50人 160,000円

2,836人 65,311,325円 33人 105,600円

2,688人 60,786,773円 22人 70,400円

年度

子宮がん検診 前立腺がん検査

年度

動機付け支援 積極的支援

9,218人 79,124,432円

1,126人 26,285,600円 8,990人 77,238,393円

1,277人

受診者数 金　　額 受診者数 金　　額

2,956人 68,521,349円 102人 326,400円

2,727人 62,291,857円 24人 76,800円

1,110人 25,752,000円 8,605人 73,924,502円

29,672,800円

受診者数 金　　額 受診者数 金　　額
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１術 ２術

R3 8,639件 8,568,920円 800円 1,000円 

R4 8,448件 7,962,520円 800円 1,000円 

R5 7,377件 7,398,430円 800円 1,000円 

R6 7,063件 7,149,450円 800円 1,000円 

R7 6,220件 6,134,600円 800円 1,000円 

※ １術は、はり又はきゅうのいずれか、２術は、はり及びきゅうを併用した場合

R3 5件 254,659円 50,932円 

R4 83件 2,421,797円 29,178円 

R5 3件 42,060円 14,020円 

R6 2件 23,155円 11,578円 

R7 0件 0円 0円 

※ 令和５年５月７日までに感染した被保険者で財政支援を終了

　12　年度別はり・きゅう施術費支給状況

　13　年度別傷病手当支給状況（新型コロナウイルス感染症関連）

        区分

 年度
金　　額

施 術 費 改 正 状 況

        区分

 年度
金　　額 １件当たり支給額件   数

件   数
（回数）
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国 民 健 康 保 険

事 業 状 況 報 告 書

令和７年度

(事業年報)
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様式 １３

○一 般状況

ｍＲ健康保険事業状・報告書（事業年報）Ａ表

（令和７年度）

都道 府ほ ４５ ば」 口県

保　 険　者　１ ＬＬ』口市

都道府県 ・保険者番号 ３
１

ドー
１

Ｏｉｏ ３

　

その他保険給イ才
ｉ産 育Ｒ 葬　　　祭 傷病 手当 皀産 手当 そ　 の　他

９９ ９， ９９ ９， ９９９， ９９９円 ５０，０００円 ９９９， ９９９， ９９９， ９９９円 Ｏ円 Ｏ円

恚た庠まｌｇ存

（再掲）

未就学児

（再掲）

前期高齢者

（再掲）

７０歳は上一般

（再掲）

７０歳な上現役

並み所得者

世　　　帯　　　数 ２０ ，１ ８７／／／／
被

保

険

者

数

総　　　　　数 ２８ ，４０９ ４８２ １４ ，４９５ ８， １３６ ５２８

退職被保険者等 ０ ０／／／
一般 被保 険者 ２８ ，４０９ ４８２ １４ ，４９５ ８， １３６ ５２８

佐．曳平地

（ｌｉ掲）

未就学児

（再掲）

前期高齢者

（再掲）

７０歳は上一般

（再掲）

７０歳は上京役

並み ほｉ得者

世　　　帯　　　数 ２０ ，８３８／／／／
被

保

険

者

数

総　　　　　数 ２９ ，５ ６９ ４９０ １５ ，１ ４０ ８， ５２８ ５２３

き職被保険者等 ０ ０／／／
一般 被保 険者 ２９ ，５６９ ４９０ １５ ，１ ４０ ８， ５２８ ５２３

本年度末現を 年度 平均

介護保ま第２ ９被・険者数 ８， ４７１ ８， ７３５

介護Ｒ険第２ ｇゼｔ帯数 ７， ５２１ ７， ７２６

本年度末ｍ在 年度 平均

特　定　世　帯　数 ２， ８４３ ２， ５４４

特定 継続 せｔ 帯数 ３０９ ３０９

年度 平均

標準負担額の減額４犬況 ０

被保険者

哉減 ｒヌ９訳

本年度中増

ふ－　　・ 社保離脱 生保廃止 ｔ　生
後期高齢者

離脱
その他 計

手Ｚｉ　八 （再掲）

他県からの転入

１， １００ ３１３ ４， ４２５ ９２ ５５ ０ ７３５ ６， ４０７

本年度４コ減

ま－　 ｌｌｌ 社保加入 生保開始 死　亡
後期高齢者

加入
その他 計

午ム　 １ユｊ （再掲）
他県への転胝

｜， ０５２ ６０４ ３， １４７ １８１ ２５３ ２， ３１１ ７４７ ７， ６９１

一部負担割合
法定割合 その他

１ ０

備

考

作成者

た　も

３８

本年度末現在

事務な員数

専　　任 兼　　任 計

２４

世帯の継続性を認めたせ帯数

（市ｌＴ村ｒね転居の場合を除 く）

本年 度中

１６



様
Ｏｇ京大況　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年度）
１． 収支状況八び資産 ・負債等の状況
［１ ］収入状況Ｒび支ｉ状況

都道 府県名 山口県

保　険　者　も 山口市

都道府県 ・保険者番号 ３　 岫ご １　０　Ｎ　い
Ｓ　　　　　Ｉ

収　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　 ａｊ

科　　　　　　目 収入額
（再掲）後期高齢者
支援金等分

（再掲） 介護分 科　　　　　　目 支ｉ額 （再掲）後期高齢者
支援金等タ１

（ｌｉ掲）介護分

保
険
料
八

税
Ｖ

－

戮
哩＿療給 ィ才Ｒｊ

円

２， ３３０， ５５４， ９００

円

／
円

／ 総　　　務　　　豕．

円

３０ １， ８４ ７， １４０

円

／
円

／

後期高齢毛支援金分 ７６６， ８７３， ８８１ ７６ ６， ８７ ３， ８８１／

保

険

給

付

宍

一

般
被
保
険
者
分

療養給イ才Ｒ １０，９５２，５９７，１２４／／

介護納イ才・Ｓヽ ２５ １， ０７ ６， ６０９／ ２５１， ０７６， ６０９ 療　養　費 ７８，３２６，８０５／／

一般被保険者分計 ３， ３４８， ５０５， ３９０ ７６ ６， ８７ ３， ８８１ ２５１， ０７６， ６０９ 小　　計 １１ ，０３０，９２３，９２９／／

戮
Ｅ療給付ＲＳヽ ０／／ 高額療養甎 １， ７７２， ６５０， ２１７／／

後期高齢者支援金分 ０ ０／ 高額介護危簒雅養費 ２， ０２６， ７５５／／

介護納付金分 ０／ ０ 移　 き　Ｒ ０／／

ｉｌ職被保険者等分計 ０ ０ ０ ■産育・諸費 ２９，７４９，２０２／／

計 ３， ３４８， ５０５， ３９０ ７６ ６， ８７ ３， ８８１ ２５１， ０７６， ６０９ 葬祭 諸Ｒ １２，３００，０００／／

国　 庫　 支　 ｉ　金 １３ ，６ ６４ ，０００／／ 育・ 諸Ｒ ０／／

都
道
府
県
ま
出
金

保険給ィ才１ 等３Ｚやｔ金 （普通交 ィ才金） １２，８３４，１ １１ ，８７４／／ そ　 の　他 ０／／

八
Ｖ

保険者努力支援分 ５９，０２４，０００／／ 一般被保険者分針 １２，８４７，６５０，１ ０３／／

特ＺＩ」調整交付金分 ８８ ，０３８ ，０００／／ 退
職
被
保
険
者
等
分

療養給イ才Ｒ ０／／

都道府県繰入金（２号分） ２１ ２， ８６４， ０００／／ 療　 養　費 ０／／

特定健康診査等負担金 ３０ ，３ ６４ ，０ ００／／ 小　　計 ０／／

保険給ィ才費等交付金

（特ＺＩ』交付金）計
３９０， ２９０， ０００／／ 高額療養Ｒ ０／／

高額介護合算療養費 ０／／

財ほま吏イヒ基ｔ交やｔ・ ０／／ ｇ　 送　Ｒ ０／／

そ　　 の　　他 ０／／ ２職被保険者等分計 ０／／

計 １３，２２４，４０１ ，８７４／／ 審査支祉手数料 ３１ ，８５６，１ ０１／／

連　合　会　支　出　金 ０／／ 計 １２，８７９，５０６，２０４／／

一

般
会
計
繰
入
金

保険基盤安定 （保険料 （税）軽減分） ５３７， ８８４， ７２０ １２３， ０１ ３， ５１０ ４０ ，６５４ ，０００

事国
業Ｒ
Ｒ健
納康
付保
台険

医

リ
一般被保険者分 ３， ２０９， ７２９， ９８２／／

保険基盤安定 （保険者支援分） ３５ １， ９４ ８， ７３５ ８１ ，０７１ ，０２５ ２５ ，４ １３ ，５ ５７ 退職被保険者等分 ０／／

未就学児均等割保険料 （税） ４， ９１ ９， ５１９ ｜， ２２９， ８４６／ Ｅ療給付費分計 ３， ２０９， ７２９， ９８２／／

鼈叺給４ Ｒ等 ２７０， ７６４， ３７０／／ 支後
援期
金高
等齢
分者

一般被保険者分 １， ０２９， ５７９， ８９８ １， ０２９， ５７９， ８９８／

産前産後保Ｒ料（ 税） １， ９１ ２， ３４０ ４５ ９， ０９６／ 退職被保険者等分 ０ ０／

ｉ産育 孔`一時を等 １９，５４９，５４４／／ 後期高齢者支援金等分計 １， ０２９， ５７９， ８９８ ｜， ０２ ９， ５７ ９， ８９８／

財ほ安定イヒ支援事業 １６ ３， ３９ ０， ０００／／ 介護納ィ才・Ｓヽ ３１ ８， ３８ １， １１３／ ３１ ８， ３８１， １１３

そ　　の　　他 ８０，２６４，０００／／ 計 ４， ５５７， ６９０， ９９３ １， ０２９， ５７９， ８９８ ３１ ８， ３８Ｕ１３

計 ２０５， ７７３， ４７７ ６６，０６７，５５７ 財政安定化基金拠ｉ金 ０／／

直診 勘定 繰入ｔ ０

そ　 の　 他　の　 収　入 ７５，５６１ ，７０２／／ 特定健康診査等事業費 １０ ３， ０７ ３， ８９３／／

　

健康管ミセンター事業費 ０／／
計 ２４３， ５６９， ９９９／／

イ乗ほ給イ才費等交付・償京童 ５０ ，３ １２ ，３ ９１／／

直診 勘定 ａけいき ０／／

そ　 の　 他　の　 支　出 ７， ０２ ９， ４３４ ０ ０

小計 （単年度収入 ）八 １８，０９２，７６６，１ ９４ ９７ ２， ６４ ７， ３５８ ３１ ７， １４ ４， １６６ 小計 （単年度支も ）Ｂ １８，０３９，９５６，１ ６１ １， ０２９， ５７９， ８９８ ３１ ８， ３８ １， １１３

単年 度収 支差 （Ａ－Ｂ） ５２，８１０，０３３ －５６， ９３２， ５４０ －１ ，２ ３６ ，９４７

基　 金　繰　 入　 金　Ｃ ０／／ あ金積を 金　　Ｆ ０／／

繰　　 越　　 ｔ　　Ｄ ７， ８０ ２， ３０９／／ 前年度繰上充ｍｔ　　Ｇ ０／／

市　 ｍＴ　 村　 債　　　Ｅ ０／／ む債 費　　　　　Ｈ ０／／

うち財政安定イヒ基金貸付金 ０／／ うち財政安定４ヒ基金償還金 ０／／

収入 合計 （Ａ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） １８，１ ００，５６８，５０３／／ 支ｉ 合計 （Ｂ＋Ｆ＋Ｇ ＋Ｈ） １８ ，０３９ ，９ ５６ ，１ ６１／／
衄

［２ ］基ｔ保有額Ｒび市ｍＴ村債の状況

収支差ｇｌ残 （収入合計一支ｉ合計） ６０，６１２，３４２／／

うちま年度への繰越ま　１ ６０ ，６ １２ ，３４２／／
うち基ｔ積さ・　　　　Ｊ ０／／

基金保有額（前年度末）　　　Ｋ ９３ ０， ００ ０， ０００ 市ｍＴ村 債残高 ０

基　 金　 繰　 入　 金　　　　　　Ｃ ０ うち財政安定ィヒ基ｔ賃ィ才金残高 ０

基　 金　 積　 立　 金　　　　　　Ｆ ０

な支をｇｌ残のつ ちる金積ま金　Ｊ ０

そ　 の　 他　増　加　額　　　Ｌ ０

そ　 の　 他　減　少　額　　　　Ｍ ０

基金 保有 額　 （Ｋ－Ｃ＋Ｆ＋Ｊ＋Ｌ－Ｍ） ９３ ０， ００ ０， ０００

資
資　　　　　産 負　債　・　 び　 純　資　産

科　　　　　目 金額 （ＰＩ） 科　　　　　目 金額 （Ｆ１１）

基　金　保　有　額　　　　　ａ ９３ ０， ００ ０， ０００ 繰上充肖ｌｔ （色年度赤字額）　ｅ ０

ま年 度へ の繰 越金　　ｂ ６０，６１２，３４２ 市ｍＴ社 債残 高　　　　ｆ ０

貸　　 付　　 金　　 等　　　　ｃ ０ うち財まま定ィヒ基金貸付金ａ高 ０

そ　 の　 他　の　 資　産　　　ｄ ０ そ　 の　 他　の　 負　債　　　ｇ ０

資　 産　 合　 計　 （ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ９９ ０， ６１ ２， ３４２ 負　 債　 台　 計　　 （ｅ＋ｆ＋ｇ） ０

純資 ま（資産台計 一負債台計） ９９０， ６１ ２， ３４２

備
考

作成者
Ｒ　 ４５

３９　－



様ｊＥｔ　１　４（市ｍＴ村）（つづき）

ＩＲ健康保険事業状Ｓ報告書（事業年報）Ｂ 表（ １） （続）（市ｌｌｌ村）

（令和７年度）

○経９１状況

２。 保険料（税） Ｊ４又納状Ｓ （一般被保険者分）

都道 府県Ｓ ば」 口県

保　 険　者　も ＬＬ』口市

都ｊ！府県・ 保険者番号
１

３　 １５ －
ｌ

Ｏリ ３

Ｚ．　へ禾｜まＲ心ノＪ｛ｘｍ人Ｊｋ‾な匹１木ほ１ョ フ］ ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （円）

調定額 収納額 還イす未 済額 （Ｓ ｌｊ 掲） ぞ納 欠損額 未収額 居ほｉ不明者分Ｗ箟額

保

険

料

（税）

現年分 ３， ３８ ５， ３２ ２， ８４０ ３， ２５ ８， ３９ ０， ７９７ ３， １４ ６， ５４０ ０ １２６， ９３２， ０４３ ２５ ０， １３０

滞納 繰越分 ３５ ４， １８ ３， ３２１ ８６，７７０，８３５ １９ ７， ２１８ ５５，７７９，５４０ ２１ １， ６３２， ９４６ ０

計 ３， ７３ ９， ５０ ６， １６１ ３， ３４５， １６１， ６３２ ３， ３４３， ７５８ ５５，７７９，５４０ ３３ ８， ５６ ４， ９８９ ２５ ０， １３０

３。 保険ｇ４せ費・ま払１犬況 （Ｐヨ）

支払義務ｇ ま払済額 徴甸、金等 戻入 未済額 未払額

八

辟
梦
者付

サ

療養給付Ｒ
計 １０ ，９ １０ ，３ ９４ ，７ ２１ １０，９５２，５９７，１ ２４ １４ ，５ ４８ ，３ ２６ ２７ ，６ ５４ ，０ ７７ ０

現年度Ｑ （再 掲） １０，９１０，３９４，７２１ １０，９５２，５９７，１２４ １４ ，５ ４８ ，３ ２６ ２７ ，６５４ ，０ ７７ ０

療　 養　Ｗ
計 ７８ ，２ ９５ ，６ ５９ ７８ ，３ ２６ ，８ ０５ ３１ ，１ ４６ ０ ０

現年 度そ （ｉｉ掲） ７８ ，２ ９５ ，６ ５９ ７８，３２６，８０５ ３１ ，１ ４６ ０ ０

高　額　療　養　Ｒ １， ７７ １， ９６ ３， ８３４ １， ７７ ２， ６５ ０， ２１７ ６８ ６， ３８３ ０ ０

高額介護合算療養費 ２， ０２ ６， ７５５ ２， ０２６， ７５５ ０ ０ ０

移　　　 送　　　費 ０ ０ ０ ０ ０

その 他の 保険 給イ才費 ４２ ，２ ４９ ，６２２ ４２ ，０ ４９ ，２ ０２ ヽ　　　　０ ０ ２０ ０， ４２０

４。 市ｌｌｌ村標準保険料 （税）率

蚕－療給付宍分

ｆＷ４割 資産割 均等割 手等割

Ｓ Ｓ 円 円

７． ８４ ０． ００ ３３ ，８ ７２ ２１ ，７ ２４

介護納付金分

ほｉ得割 ｊな産割 均等割 両－等甎

Ｃ陥 Ｓ 円 円

２、 ５４ ０． ００ １２ ，８ ５２ ６， ２９２

５。 備考

後期高齢き支援金Ｓヽ

所得割 資産割 均等割 平等割

Ｃ陥 （陥 円 円

２． ８８ ０． ００ １２ ，２ ７３ ７， ８７１

収　　　納　　　率

　

現　 年　分 滞納繰越分 計

９６ ．２６９ ２４ ．５０９ ８９ ．４６９

備

考

作成者

氏　も

４０



様嗷。１ ４－２ ＩＲ健康保険事業状Ｓ報告書（事業年報）Ｂ表（ ２）

（令和７年度）

都道 府県も 山口県

保　 険　 者　も ぼ１ 口市

都道府ほ ・保険者番号 ３　１５ に１ ０Ｎ ｊ３
１　　 １　　 Ｓ　　 １　　１

４。 保険料（税） （Ｅ療給イ才ＲＳヽ） 賦課ＳＪＩ又状Ｓ （一般被保険き：９）

均一 一ぞ均

一賦課の ＳＩ」

○
ｔタＪ一献課

（２）

ぞ均一賦ま［　　］

保険料

の別

保険税

○
料

（２）

税

保険料（ 税）

賦課方攷

（１）

４方式

①
３方ま

（３）

２方式

（４）

その他二 保険料（税）

徴效回数

回

１０

保険料（税）

算定額

保険料（税）

軽減額

（低所得者そ）

保険料（税）

軽減額

（未就学Ｒそ）

保険料（税）

軽減額

（産前産後分）

災害等に

よる減免額

その他の

減免額

賦課限度額

を超える額

符そ 増減額

保険料（税）

調定額

千円

２， ９７ ７， ６７１

千円

３７５， ２６６

千円

３， ７８３

千円

１， １０３

千円

５

千円

５， ４４３

千円

１７３， ３２１ ｌｔ （ＤＩ
千円

６５，６３１

千円

２， ３５３， １１９

ィ呆険料 （Ｒ）算定額 １大１訳 料　　　　 （税 ）　　　　率

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

千円

１， ７５５， ５１７

干Ｆ１

０

千円

７５４， ６７９

千円

４６ ７， ４７５

Ｒ

９． ３０

Ｓ

０． ００

円

２４，６００

円

’２３， ０００

５８Ｊ６　Ｓ ０． ００Ｓ ２５ ．３４（Ｓ １５ ．７０（Ｍ）

課税対象額 課税対象

世帯数

保険料（税）

軽減世帯数

（低所得看分）

保険料（税）

軽減世帯数

（未就学児分）

保険料（税）

軽減世帯数

（産前産 後分）

災害等

による

減免世帯数

その他の

減免世帯数

賦課限度額

を超える

世帯数

課税が象

被保険者数

賦課限度額

所得割 資産割

千円

へ８，８７６ ，５３３

千円

０ ２１ ，５０２ １２ ，５７５ ３７３ ６７ ｜ １４７ ３６６ ３０ ，６７８

千円

６６０

肖ｉ得割の

算定基礎

①課税総所得金額
（基礎控 除）

②ＳＲＥｉ４ｔａ

（各種控除）

ゝ

③市ｍＴ村ＲＲの所得きｌｊａ ④市ＥＲＴ本すＲＲａ４ ⑤そのせ

資産割の

算定基礎
①固定資産税Ｗ魴 ②固吏資・Ｒのう ち土地家まに・る加その額 ③そのｔ

備

考

作成者

た　 ４５

４１



様ま １４ －３ ■Ｒ健康保険事業１犬況報告書 （事業年報） Ｂ表 （３）

（令和７年度）

都道 府県も ＬＬｊ口県

保　 険　者　 ４５ 山口市

都道府県 ・保険者番号 ３ ５ －１０
１

Ｏ１３
ｌ

５。 保険料（ａ） （後Ｍ高齢者支援金Ｓヽ） 賦課Ｓなｉ犬Ｓ（一般被保険きＳヽ）

均一 ・ぞ均

一賦ほの ｇｊ

○
均一賦課

（２）

ぞ均一賦課［　　］

保険料

の別

保険税

○
料

（２）

税

保険料（税）

賦課方ま

（１）

４方ま

①
３方 ５Ｅｔ

（３）

２方式

（４）

その他二 保険料（税）

徴収回数

回

１０

保険料（税）

算定額

保険料（税）

軽減額

（低回得者分）

保険料（税）

軽減額

（未就学ミＳヽ）

保険料（税）

軽減額

（産前産後Ｓヽ）

・害等に

よる減免苞

その他の

減免額

賦課限度額

を超える額

符号 増減額

保険料（税）

調定額

千円

９６ ８， ２６１

千円

１２ ３， ３５８

千円

１， ２６１

千円

３５９

千円

２

千円

１， ７５１

千円

４２ ，１ １７ １． ・（ＤＩ
千円

２２ ，６３０

千Ｐヨ

７７ ６， ７８３

ィ呆Ｒれ （税）算定額 ｒ大１訳 料　　　　 （税 ）　　　　率

所得割 資産割 均等割 手等割 所得割 資産割 均等割 平等割

千円

５６６， ２９６

千円

０

千円

２５ １， ５６０

千円

１５０， ４０５

（陥

３． ００

Ｓ

０． ００

円

８， ２００

円

７， ４００

５８メ９ ‘Ｍ） ０． ００ （Ｍ） ２５ ．９８Ｓ １５．５３（Ｍ）

課税が象額 課税対象

世帯数

保険料（税）

軽減世帯数

（低所得者分）

保険料（税）

軽減世帯数

（未就学児分）

保険料（税）

軽減き帯数

（産前産後分）

・害等

による

減免世帯数

その他の

減免世帯数

賦課・度額

を超える

世帯数

課税対象

被保険者数

賦課限度額

肖ｉ得割 資産割

千円

１８ ，８ ７６ ，５ ３３

千円

０ ２１ ，５０２ １２ ，５ ７５ ３７３ ６７ へ １４７ ２３４ ３０ ，． ６７８

千円

２６０

所得割の

算定基礎

①課税総Ｆｗ得金額
（基礎控除）

②Ｗ皿所哥危額

（各種控除）
③市ｌｌＴ村民Ｒの所鶚ｔ｜Ｊ監 ④市ｍＴ村ＲＲａ等 ⑤そのせ

資産割の

算定基礎
①固定資産ＲａＷ ②回吏資まＲのう ち土ｔ家屋に ィ京 る都万の苞 ③そのｔ

備

考

作成者

た　Ｉ

４２



様５Ｅｔ １４ －４ ＩＲ健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｂ表（ ４）

（令和７年度）

都道 府県１ は』 ロ県

保　 険　者　 ４５ ＵＪ 口市

都道府県 ・保険者番号 ３ ５ －ｉ ＯＭＵ
ｌ　　 ｌ　　ｌ

６。 保険れ（税） （夕護納 イ才金Ｓヽ） 賦ほ徴な４犬況（介護保険第２ ９被保険者Ｓヽ）

均一 ・］Ｆ均

一賦課の ク３ １」

○
均一賦課

（２）

ぞ均一賦課［　　］

保険料

の別

保険税

○
料

（２）

税

保険料（税）

賦課方攷

（１）

４方式

①
３方式

（３）

２方式

（４）

その他二 保険料（税）

徴ｊｊ又回数

回

１０

保険料（税）

算定額

保険料（税）

軽減額

（低所得者ｊ）

保険料（税）

軽減額

（未就学児分）

保険料（税）

軽減苞

（産前産後分）

災害等に

よる減免額

その他の

減免額

賦課限度額

を超える額

符そ 増減額

保険料（税）

調定額

千円

３３５， ６７０

千円

４０，８５４

千円

０

千円

２３

千円

０

千円

１０２

千円

３５，６６３ ｌｔ （ＤＩ
千円

３， ６０９

干Ｆ１

２５５， ４１９

Ｒ険料（ 税） 算定額ｒヌ９訳 料　　　　 （税 ）　　　　率

ほ得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

千円

２０４， ０２６

千円

０

千日

８３，０７６

千ＰＩ

４８ ，５６８

Ｓ

３． １０

９

０． ００

円

９， ２００

円

６， １００

６０．７８９・６ ０． ００９ ２４．７５Ｓ １４．４７（Ｍ，

課税対象額 課税対象

世帯数

保険料（税）

軽減世帯数

（低所得 者分）

保Ｒ料（税）

軽減世帯数

（未就学児分）

保険料（税）

軽減世帯数

（・ 前奏 後そ）

ｌａ害等

による

減免世帯数

その他の

減免世帯数

賦課限度額

を超える

世帯数

課税鶚象

被保険者数

ほｌ果ほ度額

所得割 資産割

千円

６， ５８ １， ４６２

千円

０ ７， ９６２ ４， ４７４ ０ ７ ０ ７ ２８６ ９， ０３０

千円

１７０

所得割の

算定基礎

①課税総所得金額
（基礎控 除）

②ＳＲお所得ｔ箙

（各種控 除）
③市ｍＴ村民税の所鶚魅額 ④市ｍＴ村ＲＲａＷ ⑤その他

資産割の

算定基礎
①固定資・税ａＷ ②固定資ま税のう ち土地家屋に係る部Ｓヽの額 ③そのｔ

備

考

作成者

た　 ４５

４３　－



様衣。　１　５

○

１

保険給付状況

Ｅ療結イ才の状況

（１ ）全体

ＩＲせ康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表（ １）

（令和７年度）

都道 府県も 山口県

保　 険　者　名 はＪ 口市

都道府県 ・保険者番９ ３ ５
１　　１

－リ ｉｏ ３

件　　　数 Ｒ　 ｍ　額 保険者負担分 一部負担・ 他法負担ｊ

療　養　の　 給　イ才　等
忤

５８３， ７７０

円

１４ ，８０１ ，７ ５０ ，１ １８

‘　　　　　円

１０ ，９ １０ ，２ ９４ ，０７１

円

３， ３５ ５， ９０ ５， ５９０

円

５３５， ５５０， ４５７

食事療養 ・ま活療養（再掲） ９， ７２７ ３４ ５， ５７ ９， ９３４ ２００， ２１ １， ３５４ １４ ３， ９４ ６， ０１０ ｜， ４２２， ５７０

療

ミ

食事療養 ・生ほ療養 １８／ １００， ６５０ －１ ００，６５０ ０

療
養
Ｒ

診　　療　　費 ５３０ １８ ，２９０ ，６ ４９ １２ ，８４７ ，３ ５７ ３， ２８５， ９３６ ２， １５ ７， ３５６

補　　 装　　Ｒ ４５２ １５ ，８９２ ，４７７ ｜｜ ，８ １２ ，９ ３１ ３， １９ ７， ４１８ ８８２， １２８

柔　道　整　復　師 ８， ２２６ ４９ ，７ ７８ ，９ １９ ３６ ，３ １７ ，９９３ １２ ，３ １１ ，９ ６０ リ４８， ９６６

アンマ・ マッサージ ４１４ １５ ，７ １８ ，１ ３０ ｜｜ ，６４８ ，３ １６ ３７ ２， ６３９ ３， ６９ ７， １７５

ハリ ・キ ュウ ３９０ ７， ７３ ３， ４７０ ５， ６６ ９， ０６２ ４７ １， ３２３ ｜， ５９ ３， ０８５

そ　　 の　　他 ０ ０ ０ ０ ０

小　　　　計 １０，０ １２ １０ ７， ４１ ３， ６４５ ７８ ，２９５ ，６５９ １９ ，６３９ ，２７６ ９， ４７ ８， ７１０

海外療養Ｒ（再掲） １８ ｜， １５ ７， ６９７ ８１ １， ７５３ ３４ １， ３０２ ４， ６４２

ｇ　　　送　　　費 ０ ０ ０ ０ ０

計 ５９ ３， ８００ １４ ，９ ０９ ，１ ６３ ，７ ６３ １０ ，９ ８８ ，６ ９０ ，３ ８０ ３， ３７ ５， ４４４， ２１６ ５４５， ０２ ９， １６７

（２ ）前期高齢者Ｓヽ再掲

件　　　数 費　■　額 保険者負担そ 一部負担金 ｔま負担 Ｓヽ

療　養　の　 給　イ才　等
件

３７９， ４５３

円

９， ６０ ９， ０７ ８， ６０８

円

７， ２７ ２， ２７ ７， ３７１

円

２， １５９， ６２ ７， ３６３

円

１７ ７， １７ ３， ８７４

食事療養 ・・活療養く再掲） ５， ９７５ １８ ５， ８９ ７， １３４ １００， ４５ ６， １２４ ８５ ，３０６ ，６ ７０ １３ ４， ３４０

療
養
Ｒ
等

食事療養 ・生ほ療養 ７／ ７４ ，４８０ －７４， ４８０ ０

療　　　養　　　費 ５， ４９７ ５８ ，５ ６８ ，３ ０２ ，４４， ０５ ９， ００４ １０ ，８７０ ，９ ７９ ３， ６３ ８， ３１９

海夕｜ヽ療養Ｒ（肖掲） ２ ２０ ，３５４ １５ ，６ １８ ４， ７３６ ０

移　　　送　　　Ｒ ０ ０ ０ ０ ０

計 ３８４， ９５７ ９， ６６ ７， ６４ ６， ９１０ ７， ３１ ６， ４１ ０， ８５５ ２， １７０， ４２ ３， ８６２ １８０， ８１ ２， ｔ９３

（３ ）７ ０歳な上一般分ｌｉ掲

件　　　数 費　 ｍ　額 保険者負担そ 一部負担■ 他法負担分

叛　養　の　 給　イ才　等
件

２２ ６， ７１６

円

５， ８７ ９， ５７ ４， ８２３

円

４， ６７ ３， ６２ ７， ７５９

円

１， １３ ０， ８９ ５， ８１５

円

７５ ，０５１ ，２４９

き事療を ・ｔほ療養（再掲） ３， ７０５ １１ ２， ５０３， ４３３ ６い ２７ ，３ ６３ ５１ ，２４１ ，７３０ １３ ４， ３４０

療

ミ
食事療養 一生ほ療養 ３／ １０ ，０５０ －１ ０， ０５０ ０

療　　　養　　　Ｒ ３， ０２４ ３１ ，４５４ ，３ ７３ ２５ ，０７７ ，７ ６９ ４， ６５ ７， ９５１ ｜， ７１ ８， ６５３

海夕ｔ療養Ｒ （再掲） ｜ １３ ，７０４ １０ ，９６３ ２， ７４１ ０

移　　　送　　　腦． ０ ０ ０ ０ ０

計 ２２ ９， ７４３ ５， ９１ １， ０２ ９， １９６ ４， ６９ ８， ７１ ５， ５７８ ｜， １３ ５， ５４ ３， ７１６ ７６ ，７６９ ，９０２

（４ ）７ ０歳は上京役並み所得者分再掲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

件　　　数 Ｒ　 ｍ　額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療　養　の　 給　ィ才　等
件

１３ ，６４２

円

３８ １， ７８ ６， ３７５

円

２６ ５， ６４４， ８２８

円

１１ ０， ６５ ７， ２３６

円

５， ４８４， ３１１

食事療養 ・きほ療養（４掲） １８９ ４， １５ ３， ６０５ ｜， ２５ ８， ０９５ ２， ８９ ５， ５１０ ０

療
養
Ｒ
等

食事療養 ・生ほ療養 ０／ ０ ０ ０

療　　　 養　　　Ｒ ２１９ ２， ０４６， ４４８ １， ４３ ２， ４３１ ５６０， ８８３ ５３ ，１ ３４

海夕｜ヽ療養Ｒ（再掲） ０ ０ ０ ０ ０

移　　　送　　　Ｒ ０ ０ ０ ０ ０

計 １３ ，８６１ ３８ ３， ８３ ２， ８２３ ２６ ７， ０７ ７， ２５９ ’１ １１ ，２ １８ ，１ １９ ５， ５３ ７， ４４５

（５ ）未就学｀孔分肖掲

件　　　数 費　ｍ　額 保険者負担そ 一部負担ｔ 他ま負担 おヽ

療　 養　 の　 給　 付　等
件

８， ６７８

円

１５ ２， ９７ ２， ５６９

｀　　円

１２ １， ８４ ６， ６２９

円

８， ７３ ８， ４４６

円

２２ ，３８７ ，４ ９４

食事療養 （再 掲） ８８ リ９６， ８１９ ４２ ６， ０２９ ２６０， ６３０ ５１ ０， １６０

療
養
Ｒ
等

食　 事　 療　養 ｜／ ８１０ －８ １０ ０

療　　　 養　　　費 ２７ ３８５， ５７４ ３０８， ４５７ ４， １７０ ７２ ，９４７

海夕１ヽ療養Ｒ（ 再掲） ０ ０ ０ ０ ０

ｇ；　　　き　　　甎 ０ ０ ０ ０ ０

計 ８， ７０６ １５ ３， ３５ ８， １４３ １２ ２， １５ ５， ８９６ ８， ７４ １， ８０６ ２２ ，４６０，４４１

４４

備
　
考

イ午 成者

Ｒ　も



様ま １５ －２

２． 高額療養費の状２

国Ｒ健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ 表（ ２）

（令和７年度）

都道 府ほも 山口県

保　 険　 者　 ４５ ＬＬ』口市

都道府県 ・保険者番号 ３
１

５　ｉ－
１

Ｏリ ３

台　 算　そ 単　 独　分

他法併・分

多数該当分 その他 １数 該肖分 長期 疾病分 入院そ その他
合　計

現物給付分

（ｌｉ掲）

総　　数

件　　数 ２， ０２４ ９， ４５４ ４， ０７１ ２， ０５３ ４， ８８７ ４， ５８６ １， ８４９ ２８ ，９２４ １６ ，６ ３９

高額療養費（ＦＩ） ４７ ，１ ２２ ，５ ８５ ７５，３７４，２３９ ３９ ５， １４ ８， ８６７ １９ ３， ９１ ８， ７６５ ６８ ４， ８３ ８， １５７ １４ ７， １９ ６， ８７９ ２２ ８， ３６ ４， ３４２ １， ７７ １， ９６ ３， ８３４ １， ６１ ３， ７８９， ７２２

（再 掲）

前期

高齢者分

件　　数 １， ４１５ ９， ２４１ １， ７２９ １， ２０６ ３， ６２４ ４， ２３５ １， ０６７ ２２ ，５ １７

高額療養費（Ｆ９） ２７ ，１ ０２ ，５ １６ ６７ ，０ ７８ ，５８４ １７４， ９７９， ６０３ ９６ ，９ ６５ ，４ ６８ ４８３， ４１ ９， ８６７ １２ ７， １６ ４， ４７５ １１ ８， ０４ ２， ０７４ Ｘ， ０９ ４， ７５ ２， ５８７

（再掲）

７０歳必、上

一般分

件　　数 ８４１ ８， ９３３ ４１３ ７７８ ２， ６０３ ３、 ９４１ ７３１ １８ ，２ ４０

高額療養費（Ｆ９） １０ ，２ ４１ ，２ ８９ ５８ ，８ ９９ ，４８５ ３２ ，７ ２５ ，６ ６８ ５３ ，１ ５９ ，１ ２６ ２９ ０， ８５ ９， ６１９ １１ １， ７５ ４， １３８ ４９ ，８８６ ，９ ０２ ６０ ７， ５２ ６， ２２７

（再 掲）
ｉ

７０歳な上現役

並み所得者分

件　　数 １２２ １１３ ７２ １２ ９５ ２８ １４ ４５６

高額療養Ｒ（ＦＩ） ２， ９４ ５， ６８４ ２， １７ １， ２１９ ８， ５２９， ５０４ １， １９８， ２６９ ２１ ，３ ６４ ，６ １４ ３， ０１ ２， ７７３ ５， ２５ ０， ４６７ ４４ ，４ ７２ ，５ ３０

（ｉｉ掲）

未就学 孔`分

件　　数 ５ ６ ９ ０ ３７ ４ ２９ ９０

高額療養費（ＦＩ） ６３ ０， １７６ ３７ １， ８７７ ８０ １， ０５０ ０ ｜， ８１ ７， ６１５ ３２ １， ２２８ ６， ６６ ３， ４７４ １０，６０５ ，４ ２０

長期高額特定疾病該当者数 １３５人

３． 高額づｌヽ護合算療養Ｒの状Ｓ

件数 （件） ９５
ｊ

給Ｍ額（ Ｆヨ） ２， ０２ ６， ７５５

４。 そのきの保険給イ才の４犬況

・ま 育Ｅ給焼 葬祭 給ィォ 傷病 手当金 ｉ産手当金 その 他任意給 イオ 計

件数 （件） ５８ ２４６ ０ ０ ０ ３０４

給付額（ Ｆヨ） ２９ ，９４９ ，６２２ １２ ，３ ００ ，０００ ０ ０ ０ ４２ ，２４９ ，６ ２２

備

考

作成者

た　Ｉ

４５



様式 １５ －３

５。 療養の給イ才等ｒヌ９訳

（１ ）全体

ＩＲ９康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表（ ３）

（令和７年度）

都道 府回いＳ 山口県

保　 険　者　も Ｌ」』口市

都道府ほ ・保険者番そ
ｌ

３１５
｜　　 ｌ　　ｌ

－・ Ｏ・ Ｏ・３
｜　　 ｜　　｜

件　　　数 日　　　数 辰　■　額

診

療

戛

入　　　　　院
件

１０，０３０
日

１７ ７， ９２１
円

６， ０８ ７， ６２ ２， ３５０

入　　 院　　外 ２９８， ６３４ ４３ ５， ９６０ ４， ９６８， ２７ ９， ３７４

歯　　　　　科 ７７，２ １０ １１ ７， ２２６ １， ０１ １， ９８８， ３６０

／ｊｘ　　　　　計 ３８５， ８７４ ７３リ０７ １２ ，０６７ ，８９０ ，０８４

調　　　　　剤 １９５， ２８０ （　　　　　　 ２２５， ７３７枚） ２， １８ ３， ０８３， ８８０

食事療養 ・生ほ療養 （　　　　　　 ９， ７２ ７） （　　　　　　　４８１， ６９３回） ３４５， ５７ ９， ９３４

訪　Ｍ　看　護 ２， ６１６ １７，６３１ ２０５， １９ ６， ２２０

ふ　　　　　計ロ　　　　　　ｐ ５８３， ７７０ ７４８， ７３８ １４，８０へ，７５０，１ １８

（２ ）前期高齢きｊ再掲

件　　　数 日　　　数 費　 只１　額

診

療

辰

入　　　　　院 ６， へ４５４牛 日
９７，８２８

Ｒ
３， ９４８， ３０ ６， ３００

入　　 院　　 タ１ヽ １９ ６， ４１７ ２８６， ９９８ ３， ３０３， ７７ ４， ８０４

歯　　　　　科 ４７，４５２ ７２，６０３ ６１ ６， ４７ ３， ７８０

／ト　　　　計 ２５０， ０１４ ４５ ７， ４２９ ７， ８６８， ５５４， ８８４

調　　　　　剤 １２８， ３５１ （　　　　　　 １４６， ２４０枚） １， ４４８， ７３２， ２９０

き事療養 ・まほ療養 （　　　　　　 ５， ９７５） （　　　　　　　２５ ６， ７９６回） １８５， ８９ ７， １３４

訪　 Ｍ　 看　護 １， ０８８ ８， ６７５ １０ ５， ８９４， ３００

ふ　　　　　計ロ　　　　　　ロ ３７ ９， ４５３ ４６６， １０４ ９， ６０９， ０７８， ６０８

（３ ）７ ０歳な上－Ｒが冉掲

件　　　数 日　　　数 Ｒ　 Ｊｉｌ　苞

診

療

Ｒ

入　　　　　院 ３， ８１ ７イ牛 日
５９ ，５２９

Ｒ
２， ４６ ９， ７６ ７， ９９０

入　　 院　　外 １１ ８， １８２ １７３， ２１４ ｜， ９９ ３， ６０ ７， １８０

歯　　　　　科 ２６ ，７９５ ４１ ，２３９ ３４９， ４５ １， ６３０

小　　　　計 １４８， ７９４ ２７３， ９８２ ４， ８１ ２， ８２ ６， ８００

・調　　　　剤 ７７ ，２８８ （　　　　　　　８８，３１０ 枚） ８８７， ２５５， ２４０

食事療養 ・生ほ療養 （　　　　　　 ３， ７０５） （　　　　　　　１５５， １１ ３回） １１ ２， ５０３， ４３３

訪　問　看　護 ６３４ ５， ３６７ ６６，９８９ ，３５０

合　　　　　計 ２２６， ７１６ ２７９， ３４９ ５， ８７ ９， ５７４， ８２３

（４ ）７ ０歳な上現役・み所得者分再掲

件　　　数 日　　　数 費　 Ｊｉｌ　額

診

療

費

入　　　　　院 １９２件 日
２， ２７３

円
１４４， ４７ ２， ４４０

入　　 院　　外 ７， １３５ ９， ７９５ １４２， ，３４３ ，５６０

歯　　　　　科 １， ７７０ ２， ５６１ ２２ ，２２０，８５０

小　　　　　計 ９， ０９７ １４，６２９ ３０９， ０３６， ８５０

調　　　　　剤 ４， ５１７ （　　　　　　　 ５， ０８７枚） ６４，６ ６１ ，４００

食事療養 ・生ほ療養 （　　　　　　　 １８９） （　　　　　　　　５， ６５２回） ４， １５３， ６０５

訪　 問　 看　護 ２８ ３２９ ３， ９３４， ５２０

合　　　　　計 １３，６４２ １４，９５８ ゜３８１ ，７８６，３７５

（５ ）未就学児分再掲

件　　　数 日　　　数 費　 ＪＩ　額

診

療

費

入　　　　　院 ｜１ ７件 日
｜， ０６０

円
７４，６４９ ，２ ７０

入　　 院　　外 ４， ５０７ ７， １１７ ５０ ，６３６ ，２ ２０

歯　　　　　科 ８１６ ９３０ ８， ３８４， ６８０

小　　　　　計 ５， ４４０ ９， １０７ １３ ３， ６７ ０， １７０

調　　　　　剤 ３， ２３２ （　　　　　　　 ４， ６４８枚） １７ ，１ ７６ ，１ ６０

食　 事　療　養 （　　　　　　　 ８８） （　　　　　　　　１， ７３５回） １， １９ ６， ８１９

訪　 問　 看　護 ６ ７２ ９２ ９， ４２０

合　　　　　計 ８， ６７８ ９， １７９ １５ ２， ９７ ２， ５６９

備

考

作成者

Ｒ　も

４６　－
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○山口市国民健康保険条例 

平成１７年１０月１日 

条例第１３４号 

目次 

第１章 市が行う国民健康保険の事務（第１条） 

第２章 山口市国民健康保険運営協議会（第２条・第３条） 

第３章 被保険者（第４条） 

第４章 保険給付（第５条・第６条） 

第５章 保健事業（第７条） 

第６章 保険料（第８条―第２１条） 

第７章 罰則（第２２条―第２５条） 

附則 

第１章 市が行う国民健康保険の事務 

（市が行う国民健康保険の事務） 

第１条 山口市が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがあるもののほか、この条例の

定めるところによる。 

第２章 山口市国民健康保険運営協議会 

（設置） 

第２条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第１１条第２項に規

定する協議会として山口市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会の委員の定数は、次に定めるところによる。 

（１） 被保険者を代表する委員 ６人 

（２） 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ６人 

（３） 公益を代表する委員 ６人 

（４） 被用者保険等保険者を代表する委員 ３人 

（規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、規則で定める。 

第３章 被保険者 

（被保険者としない者） 

第４条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定により児童福祉施設に入所している児童

又は小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託されている児童であって、民法（明

治２９年法律第８９号）の規定による扶養義務者のない者は、被保険者としない。 

第４章 保険給付 

（出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一時金

として４８万８，０００円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令（大正１５年勅令第２

４３号）第３６条ただし書に規定する出産であると認めるときは、これに３万円を超えない範囲

内で規則で定める額を加算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険法（大正１

１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家公務員共済組合法（昭和３

３年法律第１２８号。他の法律において準用し、又は例による場合を含む。次条第２項において

同じ。）又は地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定によって、これに相

当する給付を受けることができる場合には行わない。 

（葬祭費） 

第６条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対して、葬祭費として５万円を支給
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する。 

２ 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健康保険法、船員保険法、国

家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」という。）の規定によって、これに相当する給付を

受けることができる場合には、行わない。 

第５章 保健事業 

（保健事業） 

第７条 山口市は、法第７２条の５に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事

業以外の事業であって、被保険者の健康の保持増進のために、次に掲げる事業を行う。 

（１） 健康教育 

（２） 健康相談 

（３） 健康診査 

（４） 生活習慣病その他の疾病の予防 

（５） 健康づくり運動 

（６） 栄養改善 

（７） 母子保健 

（８） 前各号に掲げるもののほか、被保険者の健康の保持増進のために必要な事業 

２ 山口市は、被保険者の療養環境の向上又は保険給付のために必要な事業を行うことができる。 

第６章 保険料 

（保険料の賦課） 

第８条 保険料は、被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）から徴収する。 

（保険料の賦課額） 

第８条の２ 保険料の賦課額は、次に掲げる額の合算額とする。 

（１） 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦課額（国民健康保険法施行令（昭

和３３年政令第３６２号）第２９条の７第１項第１号に規定する基礎賦課額をいう。以下同

じ。） 

（２） 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した後期高齢者支援金等賦課額（国民健康保

険法施行令第２９条の７第１項第２号に規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同

じ。） 

（３） 世帯主の世帯に属する介護納付金賦課被保険者（国民健康保険法施行令第２９条の７第

１項第３号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した介護納付

金賦課額（同号に規定する介護納付金賦課額をいう。以下同じ。） 

（４） 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した子ども・子育て支援納付金賦課額（国民

健康保険法施行令第２９条の７第１項第４号に規定する子ども・子育て支援納付金賦課額をい

う。以下同じ。） 

（基礎賦課総額） 

第８条の３ 保険料の賦課額のうち基礎賦課額（第１５条、第１５条の５及び第１５条の６の規定

により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含む。）

の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額

の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。ただし、第２１条第１項の規定による保

険料の減免を行う場合においては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を

控除した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した額とすることがで

きる。 

（１） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額



- 50 - 

並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養

費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の７第

１項の国民健康保険事業費納付金をいう。以下この条において同じ。）の納付に要する費

用（県の国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定による

後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）及び高齢者医療確保法の規

定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）、介護保険法（平成９

年法律第１２３号）の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）並びに子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定による納付金（以下「子ども・子育て支

援納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ 法第８１条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第８１条の２第１０項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金の償還に要する費

用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）

の額（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会

計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等、介護納付金並びに子ど

も・子育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）を除く。） 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第７４条の規定による補助金の額 

イ 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交付を受ける補助金

（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等、介護納付金並びに子ども・子

育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて同じ。）に

係るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）

のための収入（法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及び第７２条の３の３第

１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（３） 当該年度における第２１条第１項の規定による基礎賦課額の減免の額の総額 

（基礎賦課額） 

第９条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該世帯に属する被保険者につき算定した所得割額

及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額

とする。 

（基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１０条 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第８項又は第１１項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第

３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の

規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡
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所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第３５条第５項に規定する短期譲

渡所得の金額（租税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条

の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、

これらの規定の適用により同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控除する金

額を控除した金額）、地方税法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

の金額（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５

条の２の６第１１項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同

法附則第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者

等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４

号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。第１

５条第１項第１号において同じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第

１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定す

る特例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和４４年法律第４６号。第１５条において「租税条約等実施特例法」という。）第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配

当等の額をいう。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第３１４条の２第２項の規

定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に次条の所得割の保険料率を

乗じて算定する。 

２ 前項の場合における地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額若しくは山林所得金

額又は他の所得と区分して計算される所得の金額を算定する場合においては、同法第３１３条第

９項中雑損失の金額に係る部分の規定を適用しないものとする。 

（基礎賦課額の保険料率） 

第１１条 基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 基礎賦課総額の１００分の５４に相当する額を基礎控除後の総所得金額等（国

民健康保険法施行令第２９条の７第２項第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康

保険法施行規則（昭和３３年省令第５３号）第３２条の９に規定する方法により補正された後

の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 基礎賦課総額の１００分の２９に相当する額を当該年度の前年度及び

その直前の２箇年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

（３） 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに定め

るところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の１００分の１７に相当する額を当該

年度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険者が属する世帯の数等を勘

案して算定した数から特定同一世帯所属者（法第６条第８号の規定に該当したことにより

被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属する者をいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であっ

て同日の属する月（以下「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。）の数に２分

の１を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあ

るもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」という。）

の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 
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イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は１円未満

の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

第１１条の２から第１１条の４の２まで 削除 

（基礎賦課限度額） 

第１１条の５ 第９条の基礎賦課額は、６７万円を超えることができない。 

（後期高齢者支援金等賦課総額） 

第１１条の５の２ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額（第１５条、第１５条の５及

び第１５条の６の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。）

は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定し

た額とする。ただし、第２１条第１項の規定による保険料の減免を行う場合においては、第１号

に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額

を合算した額を基準として算定した額とすることができる。 

（１） 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に

関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する

費用に係る部分に限る。次号において同じ。）の額 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交付を受ける補助金

（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定に

より貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及び第７２条の

３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（３） 当該年度における第２１条第１項の規定による後期高齢者支援金等賦課額の減免の額の

総額 

（後期高齢者支援金等賦課額） 

第１１条の５の３ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する被保険

者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定し

た世帯別平等割額の合計額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１１条の５の４ 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１１条の５の５ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の５４に相当する額を被保険者に係る

基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第３項第４号ただし書に規定

する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の９の２に規定する方法により補正さ

れた後の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の２９に相当する額を当該年

度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した数

で除して得た額 
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（３） 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに定め

るところにより算定した額 

ア 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦課総額の１００分の１７

に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険者が属

する世帯の数等を勘案して算定した数から特定世帯の数に２分の１を乗じて得た数と特定

継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は１円未満

の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

第１１条の５の６から第１１条の５の９まで 削除 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１１条の５の１０ 第１１条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額は、２６万円を超えることが

できない。 

（介護納付金賦課総額） 

第１１条の６ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第１５条及び第１５条の６の規定により

介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することになる額を含む。）

の総額（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。ただし、第２１条第１項の規定に

よる保険料の減免を行う場合においては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見

込額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した額とするこ

とができる。 

（１） 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に

関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号に

おいて同じ。）の額 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交付を受ける補助金

（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定に

より貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法第７２条の３第１項及び第７２条の３の３第１項の規定による

繰入金を除く。）の額 

（３） 当該年度における第２１条第１項の規定による介護納付金賦課額の減免の額の総額 

（介護納付金賦課額） 

第１１条の７ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、当該世帯に属する介護納付金賦課被保

険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定

した世帯別平等割額の合計額とする。 

（介護納付金賦課額の所得割額の算定） 

第１１条の８ 前条の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（介護納付金賦課額の保険料率） 

第１１条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 介護納付金賦課総額の１００分の５４に相当する額を介護納付金賦課被保険者
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に係る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第４項第４号ただし書

に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の１０に規定する方法により補

正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の１００分の２９に相当する額を当該年度の前年

度及びその直前の２箇年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等を勘案して算定

した数で除して得た額 

（３） 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の１００分の１７に相当する額を当該年度の前年度

及びその直前の２箇年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の属する世帯の数等を勘

案して算定した数で除して得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は１円未満

の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

（介護納付金賦課限度額） 

第１１条の１０ 第１１条の７の賦課額は、１７万円を超えることができない。 

（子ども・子育て支援納付金賦課総額） 

第１１条の１１ 保険料の賦課額のうち子ども・子育て支援納付金賦課額（第１５条、第１５条の

５、第１５条の６及び第１５条の８の規定により子ども・子育て支援納付金賦課額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額することになる額を含む。）の総額（以下「子ども・子育て

支援納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した額とする。ただし、第２１条第１項の規定による保険料の減

免を行う場合においては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した

額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した額とすることができる。 

（１） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関

する特別会計において負担する子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部

分に限る。次号において同じ。）の額 

イ 第１５条の８に規定する基準に従い子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割額

を減額するものとした場合に減額することとなる額の総額 

（２） 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交付を受ける補助金

（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定に

より貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及び第７２条の

３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（３） 当該年度における第２１条第１項の規定による子ども・子育て支援納付金賦課額の減免

の額の総額 

（子ども・子育て支援納付金賦課額） 

第１１条の１２ 保険料の賦課額のうち子ども・子育て支援納付金賦課額は、当該世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算

定した世帯別平等割額の合計額に、当該世帯に属する１８歳以上被保険者（国民健康保険法施行

令第２９条の７第５項第３号に規定する１８歳以上被保険者をいう。以下同じ。）につき算定し

た１８歳以上被保険者均等割額の総額を加算した額とする。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の所得割額の算定） 
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第１１条の１３ 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率） 

第１１条の１４ 子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

（１） 所得割 子ども・子育て支援納付金賦課総額から、第１１条の１１第１号イに掲げる額

の見込額及び同号イに係る同条第３号に掲げる額の見込額の合算額から同条第１号イに係る

同条第２号に掲げる額の見込額を控除した額を控除した額（以下「子ども・子育て支援納付金

賦課額の保険料率の算定に係る額」という。）の１００分の５４に相当する額を被保険者に係

る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第５項第４号ただし書に規

定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の１０の２に規定する方法により補

正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

（２） 被保険者均等割 子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率の算定に係る額の１００

分の２９に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険

者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

（３） １８歳以上被保険者均等割 第１１条の１１第１号イに掲げる額の見込額及び同号イに

係る同条第３号に掲げる額の見込額の合算額から同条第１号イに係る同条第２号に掲げる額

の見込額を控除した額を、当該年度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における１８歳

以上被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

（４） 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに定め

るところにより算定した額 

ア 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯 子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率の算

定に係る額の１００分の１７に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２箇年度の

各年度における被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した数から特定世帯の数に２

分の１を乗じて得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した

数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満の端数又は１円未満

の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、すみやかに告示しなければならない。 

（子ども・子育て支援納付金賦課限度額） 

第１１条の１５ 第１１条の１２の子ども・子育て支援納付金賦課額は、３万円を超えることがで

きない。 

（賦課期日） 

第１２条 保険料の賦課期日は、４月１日とする。 

（普通徴収に係る保険料の納期及び納付額） 

第１３条 普通徴収に係る保険料の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月１６日から６月３０日まで 

第２期 ７月１６日から７月３１日まで 

第３期 ８月１６日から８月３１日まで 

第４期 ９月１６日から９月３０日まで 

第５期 １０月１６日から１０月３１日まで 

第６期 １１月１６日から１１月３０日まで 

第７期 １２月１６日から１２月２６日まで 

第８期 １月１６日から１月３１日まで 
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第９期 ２月１６日から２月末日まで 

第１０期 ３月１６日から３月３１日まで 

２ 市長は、特別の事情がある場合において、前項の納期により難いと認められるときは、同項の

規定にかかわらず、別に納期を定めることができる。 

３ 各納期の納付額は、保険料の賦課額を前２項で定める納期（次条第１項に規定する場合にあっ

ては、納付義務の発生した日以後に到来する納期）の数で除して得た額とする。ただし、各納期

の納付額に１０円未満の端数があるときは、その端数金額は、最初の納期の納付額に合算し、合

算した納付額に１０円未満の端数金額があるときは、その端数金額は切り捨てる。 

４ 次条の規定により保険料額の算定を行ったときは、普通徴収に係る保険料の納期を定め、これ

を通知しなければならない。 

（賦課期日後に納付義務が発生、消滅又は被保険者数の異動等があった場合） 

第１４条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、同一の世帯に属する被保険者数が増加

若しくは減少した場合又は同一の世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった、若

しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若しくは国民健康保険法施行令第２９条の７の２

第２項に規定する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）となった場合に

おける当該納付義務者に係る第９条、第１１条の５の３若しくは第１１条の１２の額（被保険者

数が増加若しくは減少した場合（特定同一世帯所属者に該当することにより被保険者数が減少し

た場合を除く。）又は特例対象被保険者等となった場合における当該納付義務者に係る世帯別平

等割額を除く。）、第１１条の７の額又は第１５条第１項各号（同条第３項又は第４項の規定に

より読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額若しくは同条第５項各号

に定める額、第１５条の５第１項（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額、同条第５項（同条第７項又は第８項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額、第１５条の６第１項各号（同

条第３項から第５項までの規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に

定める額、同条第６項各号（同条第８項から第１０項までの規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額若しくは第１５条の８第１項に定める額の算定は、そ

れぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数が増加若しくは減少した日（法第６条第１号か

ら第８号までの規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場合においては、そ

の減少した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）又は同一の世帯に属する被保険

者が介護納付金賦課被保険者となった、若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若しく

は特例対象被保険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に係る第９条、第１１

条の５の３、第１１条の７若しくは第１１条の１２の額又は第１５条第１項各号に定める額若し

くは同条第５項各号に定める額、第１５条の５第１項に定める額、同条第５項に定める額、第１

５条の６第１項各号に定める額、同条第６項各号に定める額若しくは第１５条の８第１項に定め

る額の算定は、その納付義務が消滅した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに

該当したことにより納付義務が消滅した場合においては、その消滅した日が月の初日であるとき

に限り、その前日とする。）の属する月の前月まで、月割をもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） 

第１５条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第

９条の基礎賦課額から、それぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額

が６７万円を超える場合には、６７万円）とする。 

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

は、その発生した日とする。）現在においてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属

者につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又
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は事業専従者控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第１項、第３項又は第４項の規定の例によらな

いものとし、山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第

３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の

３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額、同法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条

の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第３５条の３

第１３項若しくは第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３

５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項

の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義に

よる所得税等の非課税等に関する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、同条第４

項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この項にお

いて同じ。）の算定についても、同様とする。以下同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める

金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（次号及び第

３号並びに第５項において「世帯主等」という。）のうち給与所得を有する者（前年中に同条

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金

額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等

に係る所得を有する者（前年中に地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額に係る

所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公

的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１

１０万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（次号及

び第３号並びに第５項において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、

地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を乗じて得た額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与

所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）に３１万円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在におい

て当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算

した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５を乗じて得た額 
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イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を乗じて得た額 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給

与所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１

を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５７万円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在におい

て当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算

した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を乗じて得た額 

２ 第１１条第２項及び第３項の規定は、前項各号ア及びイに規定する額の決定について準用する。

この場合において、第１１条第２項及び第３項の規定中「保険料率」とあるのは、「額」と読み

替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第

１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第９条」とあるのは「第

１１条の５の３」と、「６７万円」とあるのは「２６万円」と、前項中「第１１条」とあるのは

「第１１条の５の５」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合において、

第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第９条」とあるのは「第１１条

の７」と、「６７万円」とあるのは「１７万円」と、第２項中「第１１条」とあるのは「第１１

条の９」と読み替えるものとする。 

５ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち子ども・子育て支援納付

金賦課額は、第１１条の１２の子ども・子育て支援納付金賦課額から、それぞれ、当該各号に定

める額を減額して得た額（当該減額して得た額が３万円を超える場合には、３万円）とする。 

（１） 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料の

納付義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支

援納付金賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げ

る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８

歳以上被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額及びウに掲げる額を

合算した額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の保険料率に

１０分の７を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を

乗じて得た額 

（２） 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）に３１万円に当該年度の保険料



- 59 - 

賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額

を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の

者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金

賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げる額に当

該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被

保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額及びウに掲げる額を合算した

額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の保険料率に

１０分の５を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を

乗じて得た額 

（３） 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５７万円に当該年度の保険料

賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額

を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外

の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げる額に

当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額及びウに掲げる額を合算し

た額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の保険料率に

１０分の２を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を

乗じて得た額 

６ 第１１条の１４第２項及び第３項の規定は、前項各号アからウまでに規定する額の決定につい

て準用する。この場合において、第１１条の１４第２項及び第３項の規定中「保険料率」とある

のは「額」と読み替えるものとする。 

（特例対象被保険者等の特例） 

第１５条の２ 世帯主又は当該世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保

険者等である場合における第１０条第１項、第１１条の５の４、第１１条の８及び第１１条の１

３並びに前条第１項（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合を含む。）及

び同条第５項の規定の適用については、第１０条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規

定する総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第２８条第１項に規定する給与

所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、同条第２項の規定によって計算

した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。第２項において同じ。）」と、「所

得の金額（同法」とあるのは「所得の金額（地方税法」と、前条第１項第１号中「総所得金額（」

とあるのは「総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第２８条第１項に規定す
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る給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、同条第２項の規定によっ

て計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。」と、「ついては、同法」

とあるのは「ついては、地方税法」とする。 

（保険料に関する申告） 

第１５条の３ 保険料の納付義務者は、４月１５日まで（保険料の賦課期日後に納付義務が発生し

た者は、当該納付義務が発生した日から１５日以内）に、当該納付義務者及びその世帯に属する

被保険者の所得その他市長が必要と認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければなら

ない。ただし、当該納付義務者及びその世帯に属する被保険者の前年中の所得につき地方税法第

３１７条の２第１項の申告書が市長に提出されている場合又は当該納付義務者及びその世帯に

属する被保険者が同項ただし書（同法附則第３５条の２の４第２項の規定により読み替えて適用

される場合を含む。）に規定する者（同法第３１７条の２第１項ただし書の条例で定める者を除

く。）である場合においては、この限りでない。 

（特例対象被保険者等に係る届出） 

第１５条の４ 特例対象被保険者等の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した届書を市

長に提出しなければならない。 

（１） 氏名、住所及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

（２） 特例対象被保険者等の氏名 

（３） 離職年月日 

（４） 離職理由 

２ 前項の規定による届出に当たり、特例対象被保険者等の雇用保険法施行規則（昭和５０年労働

省令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定する雇用保険受給資格者証又は同令第１９条第３

項に規定する雇用保険受給資格通知の提示を求められた場合においては、これを提示しなければ

ならない。 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１５条の５ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前である

被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該被保険者に係る当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額は、第１１条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該

保険料率に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１１条第２項の規定により端数の切り上

げを行った後の額とする。）を控除して得た額とする（第５項に掲げる場合を除く。）。 

２ 第１１条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合において、第

１１条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第

１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第１１条」とあるのは「第

１１条の５の５」と、第２項中「第１１条第３項」とあるのは「第１１条の５の５第３項」と読

み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額について準用する。この

場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第

１１条」とあるのは「第１１条の１４」と、第２項中「第１１条第３項」とあるのは「第１１条

の１４第３項」と読み替えるものとする。 

５ 当該年度において、第１５条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付義務者の

世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割額は、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

（１） 第１１条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険料率に第１５条第１

項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（第１１条第
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２項の規定により端数の切り上げを行った後の額とする。）を控除して得た額 

（２） 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１１条第２項の規定によ

り端数の切り上げを行った後の額とする。） 

６ 第１１条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合において、第

１１条第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第

５項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条第１項各号」と

あるのは「第１５条第３項の規定により読み替えられた同条第１項各号」と、「第１１条」とあ

るのは「第１１条の５の５」と、第６項中「第１１条第３項」とあるのは「第１１条の５の５第

３項」と読み替えるものとする。 

８ 第５項及び第６項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額について準用する。この

場合において、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第

１５条第１項各号」とあるのは「第１５条第５項各号」と、「第１１条」とあるのは「第１１条

の１４」と、第６項中「第１１条第３項」とあるのは「第１１条の１４第３項」と読み替えるも

のとする。 

（出産被保険者の保険料の減額） 

第１５条の６ 当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法施行令第２９条の７第６

項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある場合における当該世帯の納付義務

者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条の基礎賦課額から、次の各号の合

算額を減額して得た額（当該減額して得た額が６７万円を超える場合には、６７万円）とする（第

６項に掲げる場合を除く）。 

（１） 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所得割

の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の出産の予定日

（国民健康保険法施行規則第３２条の１０の３で定める場合には、出産の日。第１５条の７第

１項及び第２項において同じ。）の属する月（以下この号において「出産予定月」という。）

の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後

期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（２） 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１２分の１を乗じて得た額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

２ 第１１条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算出した額の決定について準用する。

この場合において、第１１条第２項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものと

する。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第

１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第９条」とあるのは「第

１１条の５の３」と、「６７万円」とあるのは「２６万円」と、第２項中「第１１条」とあるの

は「第１１条の５の５」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合において、

第１項中「規定する出産被保険者をいう。以下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者（介

護納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項において同じ。」と、「基礎賦課

額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第９条」とあるのは「第１１条の７」と、「６７万

円」とあるのは「１７万円」と、第２項中「第１１条」とあるのは「第１１条の９」と読み替え

るものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額について準用する。この

場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課額」と、「被

保険者均等割」とあるのは「被保険者均等割及び１８歳以上被保険者均等割」と、「第９条」と
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あるのは「第１１条の１２」と、「６７万円」とあるのは「３万円」と、第２項中「第１１条」

とあるのは「第１１条の１４」と読み替えるものとする。 

６ 当該年度において、第１５条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付義務者の

世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額

のうち基礎賦課額は、当該減額後の第９条の基礎賦課額から、次の各号の合算額を減額して得た

額（当該減額して得た額が６７万円を超える場合には、６７万円）とする。 

（１） 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所得割

の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（２） 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険料率に第１５条第

１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額を控除し

て得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

７ 第１１条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算出した額の決定について準用する。

この場合において、第１１条第２項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものと

する。 

８ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第

６項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第９条」とあるのは「第

１１条の５の３」と、「６７万円」とあるのは「２６万円」と、「第１５条第１項各号」とある

のは「第１５条第３項の規定により読み替えられた同条第１項各号」と、第７項中「第１１条」

とあるのは「第１１条の５の５」と読み替えるものとする。 

９ 第６項及び第７項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合において、

第６項中「出産被保険者」とあるのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。

以下この項において同じ。）」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第９

条」とあるのは「第１１条の７」と、「６７万円」とあるのは「１７万円」と、「第１５条第１

項各号」とあるのは「第１５条第４項の規定により読み替えられた同条第１項各号」と、第７項

中「第１１条」とあるのは「第１１条の９」と読み替えるものとする。 

１０ 第６項及び第７項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第６項中「基礎賦課額」とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課額」と、

「被保険者均等割」とあるのは「被保険者均等割及び１８歳以上被保険者均等割」と、「第９条」

とあるのは「第１１条の１２」と、「６７万円」とあるのは「３万円」と、「第１５条第１項各

号」とあるのは「第１５条第５項各号」と、第７項中「第１１条」とあるのは「第１１条の１４」

と読み替えるものとする。 

（出産被保険者に関する届出） 

第１５条の７ 出産被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提

出しなければならない。 

（１） 世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

（２） 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

（３） 出産の予定日 

（４） 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

２ 前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

（１） 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

（２） 多胎妊娠の場合にあっては、その旨を明らかにすることができる書類 

（３） 出産後に前項の規定による届出を行う場合にあっては、出産した被保険者と当該出産に

係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 
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３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について第１項各号に掲げる事項及び第２

項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することができるときは、第１項の規定

による届出を省略させることができる。 

（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日以前である被保険者の被保険者均等割額の減額） 

第１５条の８ 当該年度において、その世帯に１８歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「１８歳未満被保険者」という。）がある場合における当該１８歳未満被保険

者に係る当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割額は、第１１条の１４

の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に相当する額（第１５条第５項、

第１５条の５第４項の規定により読み替えられた同条第１項若しくは同条第８項の規定により

読み替えられた同条第５項又は前条第５項の規定により読み替えられた同条第１項若しくは同

条第１０項の規定により読み替えられた同条第６項に規定する基準に従い当該１８歳未満被保

険者に係る当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に相当す

る額を減額するものとした場合にあっては、当該減額後の額。以下同じ。）から、当該保険料率

に相当する額を控除して得た額とする。 

２ 第１１条の１４第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合におい

て、第１１条の１４第３項の規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

（保険料の額の通知） 

第１６条 保険料の額が決まったときは、市長は、速やかに、これを世帯主に通知しなければなら

ない。その額に変更があったときも、同様とする。 

（納期前の納付） 

第１７条 保険料の納付義務者は、第１３条の規定にかかわらず、保険料の納入通知書のうち到来

しない納期に係る納付額に相当する金額の保険料を納期前に納付することができる。 

（督促） 

第１８条 納期限を過ぎて保険料を納付しない者があるときは、市長は、納期限後２０日以内に督

促状を発しなければならない。ただし、繰上徴収をする場合においては、これを発しないものと

する。 

２ 前項の督促状に指定する納期限は、その発する日から１０日以内とする。 

３ 督促状を発したときは、督促状１通について１００円の督促手数料を徴収しなければならない。

ただし、やむを得ない事由があると認める場合においては、これを徴収しない。 

（延滞金） 

第１９条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、当該納付金

額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額につき年１４．６パーセント

（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については年７．３パーセント）の割合を

もって計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。 

２ 延滞金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる納付額に１，０００円未満の端数

があるとき、又はその納付金額の全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てる。 

３ 延滞金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満である

ときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 第１項に規定する年当たりの割合は、 閏
じゆん

年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割

合とする。 

５ 市長は、第１項の納付義務者が納期限までに納付しなかったことについて、やむを得ない事由

があると認める場合においては、同項の延滞金額を減額し、又は免除することができる。 
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（徴収猶予） 

第２０条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当することによりその納付すべ

き保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認める場合においては、その申請に

よって、その納付することができないと認められる金額を限度として、６月（ただし、急患等と

して保険医療機関又は保険薬局を受診した被保険者に係る保険料の納付については、資力の活用

が可能となるまでの期間として最長１年）以内の期限を限って徴収猶予をすることができる。こ

の場合においては、その金額を適宜分割して納付すべき期限を定めることを妨げない。 

（１） 納付義務者がその資産について震災、風水害、落雷、火災若しくはこれに類する災害を

受け、又は資産を盗まれたとき。 

（２） 納付義務者がその事業又は業務を廃止し、又は休止したとき。 

（３） 納付義務者がその事業又は業務について甚大な損害を受けたとき。 

（４） 前３号に掲げる理由に類する理由があったとき。 

２ 前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必要とする理由を証明

すべき書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名、住所及び個人番号 

（２） 納期限及び保険料の額 

（３） 徴収猶予を必要とする理由 

（保険料の減免） 

第２１条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認められるものに対し、

保険料を減額し、又は免除することができる。 

（１） 災害等により生活が著しく困難となった者又はこれに準ずると認められる者 

（２） 当該年度において所得が皆無となったため生活が著しく困難となった者又はこれに準ず

ると認められる者 

（３） 次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限

る。）の属する世帯の納付義務者 

ア 被保険者の資格を取得した日において、６５歳以上である者 

イ 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに該当する者（当該資格を取

得した日において、高齢者医療確保法の規定による被保険者となった者に限る。）の被扶

養者であった者 

（ア） 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第３条第２項の規定による日雇

特例被保険者を除く。 

（イ） 船員保険法の規定による被保険者 

（ウ） 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 

（エ） 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定による私立学校教職

員共済制度の加入者 

（オ） 健康保険法第１２６条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、その手

帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者。ただし、

同法第３条第２項ただし書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険

者とならない期間内にある者及び同法第１２６条第３項の規定により当該日雇特例被保

険者手帳を返納した者を除く。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、特別の理由があると認められる者 

２ 前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は、納期限までに次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長が災害その他やむを得ない理由があると認める場合は、この限りでない。 

（１） 氏名、住所及び個人番号 



- 65 - 

（２） 納期限及び保険料の額 

（３） 減免を受けようとする理由 

３ 第１項の規定により保険料の減免を受けた者は、その理由が消滅した場合においては、直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 

第７章 罰則 

（罰則） 

第２２条 世帯主が法第９条第１項若しくは第５項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

た場合においては、その者は、１０万円以下の過料に処する。 

第２３条 世帯主又は世帯主であった者が正当の理由なく法第１１３条の規定により文書その他の

物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同条の規定による当該職員の質問に対

して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１０万円以下の過料に処する。 

第２４条 偽りその他不正の行為により、保険料、一部負担金及びこの条例に規定する過料の徴収

を免がれた者は、その徴収を免がれた金額の５倍に相当する金額以下の過料に処する。 

第２５条 前３条の過料の額は、情状により、市長が定める。 

２ 前３条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の日

から起算して１０日以上を経過した日とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに出産した者に係る出産育児一時

金又は死亡した者に係る葬祭費の支給については、山口市国民健康保険条例（昭和３４年山口市

条例第１８号）、小郡町国民健康保険条例（昭和３４年小郡町条例第１号）、秋穂町国民健康保

険条例（昭和３４年秋穂町条例第４号）、阿知須町国民健康保険条例（昭和３４年阿知須町条例

第７号）又は徳地町国民健康保険条例（昭和３４年徳地町条例第５号）（以下これらを「合併前

の国保条例」という。）の出産育児一時金又は葬祭費の例によるものとする。 

３ 施行日から平成１８年３月３１日までの期間に出産した者に係る出産育児一時金又は死亡した

者に係る葬祭費の支給については、第５条又は第６条の規定にかかわらず、なお合併前の国保条

例の例による。 

４ 施行日の前日までに、合併前の山口市国民健康保険条例、小郡町国民健康保険税条例（昭和３

８年小郡町条例第９号）、秋穂町国民健康保険税条例（昭和５３年秋穂町条例第３号）、阿知須

町国民健康保険税条例（昭和４１年阿知須町条例第１２号）又は徳地町国民健康保険税条例（昭

和３４年徳地町条例第７号）（以下これらを「合併前の保険料等条例」という。）の規定により

課した、又は課すべきであった保険料又は国民健康保険税（以下「保険料等」という。）につい

ては、なお合併前の保険料等条例の例による。 

５ 施行日から平成１８年３月３１日までの期間に係る保険料については、第６章の規定にかかわ

らず、なお合併前の保険料等条例の例による。ただし、督促については、第１８条の規定による。 

６ 施行日の前日までに、合併前の国保条例又は合併前の保険料等条例の規定によりなされた処分、

手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

７ 施行日から平成１８年３月３１日までの期間に係る保険料の減免については、第２１条の規定

にかかわらず、合併前の山口市、小郡町、秋穂町、阿知須町又は徳地町の減免の例による。 

８ 施行日の前日までにした行為に対する罰則の適用については、なお合併前の国保条例の例によ

る。 

（延滞金の割合等の特例） 

９ 当分の間、第１９条に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３パーセント
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の割合は、同条の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置

法第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合を

いう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年中

においては、年１４．６パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．

３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金特例

基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割

合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） 

１０ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に

所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得（以下「公的年金等所得」という。）

について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第１５条の規定の適用については、同条第１項第１号中「総所得金

額（」とあるのは「総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるもの

とし、」と、「同法第３１３条第３項」とあるのは「地方税法第３１３条第３項」と、「１１０

万円」とあるのは「１２５万円」とする。 

１１ 附則第５項の規定の適用がある場合における合併前の山口市国民健康保険条例附則第１４項

の規定の適用については、同項中「附則第３５条の３第１２項」とあるのは、「附則第３５条の

３第１１項」とする。 

１２ 平成１８年度及び平成１９年度において、平成１７年９月３０日における山口市、小郡町、

秋穂町、阿知須町又は徳地町（以下「合併前の各市町」という。）の国民健康保険被保険者であ

り、かつ、当該年度の賦課期日においても国民健康保険被保険者であるもの（平成１７年１０月

１日以降本市を転出し、その後再転入した者を除く。）の属する世帯の世帯主に対して課する保

険料額（介護納付金賦課額を除く。）については、この条例の規定により算出した額が、当該年

度の賦課期日において住所を有する合併前の各市町の、平成１７年度における合併前の保険料等

条例の規定に基づき算出した額を超える場合は、その差額を基に算出した額を減額する。ただし、

この減額する額の算出方法及び減額する期間については、市長が別に定める。 

（阿東町の編入に伴う経過措置） 

１３ 阿東町の編入の日（以下「編入日」という。）の前日までに、編入前の阿東町国民健康保険

条例（昭和３４年阿東町条例第１６号。以下「編入前の国保条例」という。）の規定によりなさ

れた保険給付に係る処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみな

す。 

１４ 編入前の阿東町が行う国民健康保険の被保険者であった世帯主及び当該被保険者の属する世

帯の世帯主であった世帯主に対する編入日までに係る国民健康保険税の賦課徴収については、な

お編入前の阿東町国民健康保険税条例（昭和３０年阿東町条例第１３号。以下「編入前の保険税

条例」という。）の例による。 

１５ 編入日から平成２２年３月３１日までの間における編入前の阿東町の区域（以下「旧阿東町

域」という。）においては、第６章の規定にかかわらず、編入前の保険税条例の例により、国民

健康保険税を賦課徴収する。 

１６ 旧阿東町域における平成２２年度から平成２４年度までの各年度分の保険料の算定における

保険料率は、第１号の数値と第２号の数値との差分に第３号のそれぞれの数値を乗じて得た数値

を各年度における第１号の数値から減じたものとする。 

（１） この条例に規定する保険料率 

（２） 編入前の保険税条例第３条から第９条の２までに規定する、所得割額を算定する際に乗

じる率、被保険者均等割額及び世帯別平等割額 
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（３） 平成２２年度分においては１０分の１０、平成２３年度分においては１０分の７、平成

２４年度分においては１０分の４ 

１７ 前２項の規定は、編入日から平成２５年３月３１日までの間に旧阿東町域に住所を有する被

保険者について適用し、被保険者がその期間中に編入日前の山口市の区域から旧阿東町域に転居

し、又は旧阿東町域から編入日前の山口市の区域に転居した場合における国民健康保険税又は保

険料の算定は、別に市長の定める方法により、月割りをもって行う。 

１８ 編入日の前日までにした編入前の国保条例に違反する行為に対する罰則の適用については、

なお編入前の国保条例の例による。 

（平成２２年度以後の年度分の保険料の減免の特例） 

１９ 当分の間、平成２２年度以後の年度分の保険料の減額又は免除における第２１条第１項の規

定の適用については、同項第３号中「該当する者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月

までの間に限る。）」とあるのは、「該当する者」とする。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

２０ 給与等（所得税法第２８条第１項に規定する給与等をいい、賞与（健康保険法第３条第６項

に規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務

に服することができないとき（新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属の

コロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能

力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。以下同じ。）に感染し

たとき又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、その労務に服す

ることができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期

間のうち労務に就くことを予定していた日について、傷病手当金を支給する。 

２１ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直近の継続

した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除した金額（その額に、５円未満の端数が

あるときは、これを切り捨て、５円以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上

げるものとする。）の３分の２に相当する金額（その金額に、５０銭未満の端数があるときは、

これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるものとす

る。）とする。ただし、健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標

準報酬月額の３０分の１に相当する金額の３分の２に相当する金額を超えるときは、その金額と

する。 

２２ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を超えないものとする。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与等との調整） 

２３ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑わ

れる場合において給与等の全部又は一部を受けることができる者に対しては、これを受けること

ができる期間は、傷病手当金を支給しない。ただし、その受けることができる給与等の額が、附

則第２１項の規定により算定される額より少ないときは、その差額を支給する。 

２４ 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合において、その受けること

ができるはずであった給与等の全部又は一部につき、その全額を受けることができなかったとき

は傷病手当金の全額、その一部を受けることができなかった場合においてその受けた額が傷病手

当金の額より少ないときはその額と傷病手当金との差額を支給する。ただし、同項ただし書の規

定により傷病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額から控除する。 

２５ 前項の規定により市が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業所の事業主から徴収す

る。 

附 則（平成１７年１２月２８日条例第２４１号） 

この条例は、平成１８年１月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２９日条例第１０号） 
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この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日条例第２３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の１０及び附則第１１項から第１５項までの規定は、平成１

８年度以後の年度分の保険料について適用し、平成１７年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 

附 則（平成１８年９月２２日条例第４０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係るものから適用し、同日

前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年１２月２５日条例第５２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第１７項から第２４項までの改正規定は、

平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の附則第２５項及び第２６項の規定は、平成１９年度分の保険料から適

用し、平成１８年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年３月２３日条例第１９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５の規定は、平成１９年度以後の年度分の保険料について

適用し、平成１８年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年３月１８日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例（次項を除く。）の規定中保険料に関する部

分は、平成２０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成１９年度分までの保険料につい

ては、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の附則第２３項の規定は、平成１８年度分及び平成１９年度分の保険料

について適用する。 

附 則（平成２０年３月３１日条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月１９日条例第５０号） 

この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。ただし、第１３条第３項の改正規定は、公布

の日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月１９日条例第６０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係るものから適用し、同日

前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２１年３月１９日条例第１６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１１条の１０及び第１５条第４項の規定は、平成２１年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、平成２０年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２１年９月２９日条例第３７号） 

この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１２月１８日条例第５１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、同年４月１日から

施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２２年度以後の年度分の保険料について適用

し、平成２１年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年１月１６日条例第１号） 

この条例は、平成２２年１月１６日から施行する。 

附 則（平成２２年３月２５日条例第４１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日条例第５２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２２年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２１年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（山口市介護保険条例の一部改正） 

３ 山口市介護保険条例（平成１７年山口市条例第１３５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２２年５月１９日条例第５３号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第１項及び第１５条第１項第１号の改正

規定は、平成２２年６月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１２月２８日条例第７９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係るものか

ら適用し、同日前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２３年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２２年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年３月２１日条例第１６号） 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２５年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年３月２１日条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２５年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年６月２７日条例第３４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例附則第１０項、山口市後期高齢者医療に関す

る条例附則第４項及び山口市介護保険条例附則第２項の規定は、延滞金のうち平成２６年１月１

日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、なお従

前の例による。 

附 則（平成２６年３月１８日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２６年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年１２月１８日条例第４０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係るものに

ついて適用し、同日前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年３月１９日条例第３１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、平成２７年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２６年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年１２月１８日条例第６０号） 

この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１７日条例第２１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５、第１１条の５の１０並びに第１５条第１項、第３項及

び第４項の規定は、平成２８年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２７年度分までの

保険料については、なお従前の例による。 
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附 則（平成２９年３月１６日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１０条第１項（外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」

という。）の規定による特例適用利子等の額及び特例適用配当等の額に係る部分以外の部分に限

る。）及び第１５条第１項第１号（外国居住者等所得相互免除法の規定による特例適用利子等の

額及び特例適用配当等の額に係る部分以外の部分に限る。）から第３号までの規定は、平成２９

年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２８年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 

３ この条例による改正後の第１０条第１項（外国居住者等所得相互免除法の規定による特例適用

利子等の額及び特例適用配当等の額に係る部分に限る。）及び第１５条第１項第１号（外国居住

者等所得相互免除法の規定による特例適用利子等の額及び特例適用配当等の額に係る部分に限

る。）の規定は、平成３０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度以前の年度

分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年３月１５日条例第２１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口市国民健康保険条例第６章の規定は、平成３０年度以後の年度分

の保険料について適用し、平成２９年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月１４日条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５並びに第１５条第１項、第３項及び第４項の規定は、平

成３１年度以後の年度分の保険料について適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月１３日条例第７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５、第１１条の１０及び第１５条の規定は、令和２年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の

例による。 

附 則（令和２年４月３０日条例第１４号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の附則第２０項から第２５項までの規定は、傷病手当金の支給を始める

日が令和２年１月１日から規則で定める日までの間に属する場合に適用することとする。 

附 則（令和２年７月７日条例第２５号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の山口市国民健康保険条例の規定は、

令和２年２月１日から適用する。 

附 則（令和２年１０月１日条例第２８号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の山口市督促手数料及び延滞金の徴収に関する条例附則第６項の規

定、第２条の規定による改正後の山口市奨学金貸与条例附則第５項の規定、第３条の規定による

改正後の山口市祖父地区飲料水供給施設工事分担金徴収条例の一部を改正する条例附則第２項

の規定、第４条の規定による改正後の山口市国民健康保険条例附則第９項の規定、第５条の規定

による改正後の山口市後期高齢者医療に関する条例附則第４項の規定、第６条の規定による改正

後の山口市介護保険条例附則第２項の規定、第７条の規定による改正後の山口市山口地域下水道

事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例附則第２項の規定及び第８条の規定による

改正後の山口市秋穂地域下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例附則第２項

の規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応

する延滞金については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年１２月２１日条例第４０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１５条第１項及び附則第１０項の規定は、令和３年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月１８日条例第１１号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の第１０条第１項の規定は、令和３

年１月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１０条第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料について

適用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年１２月２０日条例第４２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。ただし、第８条の３の改正規定、第１１条の５

の２の改正規定、第１５条の改正規定及び第１５条の４の次に１条を加える改正規定は、同年４

月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る山口市国民健康保険条例第５条の規定による

出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第１５条の５の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料について適

用し、令和３年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月１７日条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月１７日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５、第１１条の５の１０及び第１５条の規定は、令和４年

度以降の年度分の保険料について適用し、令和３年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 
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附 則（令和５年３月１６日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る山口市国民健康保険条例第５条の規定による

出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第１１条の５の１０及び第１５条の規定は、令和５年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和４年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年１２月１８日条例第４４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１５条の６の規定は、令和５年度分の保険料のうち令和６年１月以

後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度分のうち

令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 

附 則（令和６年３月１４日条例第１０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第６章の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、

令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年１０月１０日条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第２０条の規定は、令和６年度分の保険料のうち令和６年１２月以後

の期間に係るもの及び令和７年度以後の保険料について適用し、令和６年度分のうち令和６年１

１月以前の期間に係るもの及び令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例によ

る。 

３ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置

に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる

場合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

附 則（令和７年３月１４日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１１条の５、第１１条の５の１０、第１５条及び第１５条の６の規

定は、令和７年度以後の年度分の保険料について適用し、令和６年度以前の年度分の保険料につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（令和８年３月１３日条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の第８条の２、第８条の３、第１１条の５、第１１条の１１から第１１

条の１５まで、第１４条から第１５条の２まで、第１５条の５、第１５条の６及び第１５条の８

の規定は、令和８年度以後の年度分の保険料について適用し、令和７年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 
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○山口市国民健康保険条例施行規則 

平成１７年１０月１日 

規則第１０７号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 山口市国民健康保険運営協議会（第２条―第１２条） 

第３章 保険給付（第１３条―第１８条） 

第４章 保険料（第１９条―第２５条） 

第５章 補則（第２６条・第２７条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山口市国民健康保険条例（平成１７年山口市条例第１３４号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２章 山口市国民健康保険運営協議会 

（委員の委嘱） 

第２条 条例第２条第１項に規定する山口市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）

の委員は、市長が委嘱する。 

（会長の職務） 

第３条 会長は、協議会を代表し、議事その他会務を総理する。 

（協議会の招集） 

第４条 協議会は、会長が招集する。ただし、委員の委嘱（補欠委員の委嘱を含まない。）後最初

に開かれる協議会は、市長が招集する。 

２ 会長は、委員総数の３分の１以上の者から協議会に付議すべき事件を示して招集の請求があっ

たときは、協議会を招集しなければならない。 

（定足数） 

第５条 協議会の会議は、委員の２分の１以上が出席し、かつ、条例第２条第２項各号の委員のう

ち第４号に定める委員１人以上及びその他の号の委員それぞれ２人以上が出席しなければ、会議

を開くことができない。 

（議長） 

第６条 会長は、協議会の会議の議長となる。 

（表決） 

第７条 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

２ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わる権利を有しない。 

（意見等の聴取） 

第８条 協議会は、必要があると認めるときは、学識経験者又は利害関係人から意見を聴くことが

できる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、市長に対し資料の提出を求めることができる。 

（会議録の調製） 

第９条 会長は、会議録を調製したときは、その写しを添えて会議の結果を市長に報告しなければ

ならない。 

（委員の辞職） 

第１０条 委員は、条例第２条第２項各号に規定する代表として資格を失ったときは、その職を失

う。 

２ 委員は、市長の同意を得て、その職を辞することができる。 
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３ 会長は、協議会の同意を得て、その職を辞することができる。 

（補則） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮っ

て定める。 

（庶務） 

第１２条 協議会の庶務は、保険年金課において処理する。 

第３章 保険給付 

（保険医療機関以外の診療） 

第１３条 療養担当者が療養の給付を行うことが困難であると認める被保険者で、保険医療機関以

外の病院又は診療所で診療を受ける必要がある場合は、あらかじめ療養担当者の意見を付して保

険医療機関外受診承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請により保険医療機関以外の病院又は診療所の診療について決定したときは、

保険医療機関外受診承認（不承認）通知書によりその旨申請人に通知するものとする。 

（一部負担金の減免） 

第１４条 一部負担金の減額又は免除を申請しようとする者は、一部負担金減免申請書を市長に提

出しなければならない。 

（一部負担金の徴収猶予） 

第１５条 一部負担金の徴収猶予を申請しようとする者は、一部負担金徴収猶予申請書を市長に提

出しなければならない。 

（証明書） 

第１６条 市長は、前２条の申請により一部負担金の減免又は徴収猶予について決定したときは、

一部負担金減免（徴収猶予）通知書によりその旨申請人に通知するとともに、一部負担金減免（徴

収猶予）証明書を交付するものとする。 

（出産育児一時金） 

第１７条 条例第５条の規定による出産育児一時金の支給を受けようとする者は、出生を証する書

類を添え、又は提示して出産育児一時金支給申請書を市長に提出しなければならない。 

第１７条の２ 条例第５条第１項ただし書の規則で定める額は、１万２，０００円とする。 

（葬祭費） 

第１８条 条例第６条の規定による葬祭費の支給を受けようとする者は、死亡を証する書類を添え、

又は提示して葬祭費支給申請書を市長に提出しなければならない。 

第４章 保険料 

（保険料の通知） 

第１９条 条例第１６条の規定による保険料の額の通知は、保険料納入通知書による。 

（保険料の徴収猶予） 

第２０条 条例第２０条の規定により保険料の徴収猶予を申請しようとする者は、保険料徴収猶予

申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、速やかに審査の上、保険料徴収猶予承認（不承認）

決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（保険料の減免） 

第２１条 条例第２１条の規定により保険料の減額又は免除を申請しようとする者は、保険料減免

申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、速やかに審査の上、保険料減免承認（不承認）決

定通知書により申請者に通知するものとする。 

（保険料の過誤納） 

第２２条 保険料並びに延滞金及び延滞処分費（以下「徴収金」という。）のうち過納又は誤納に
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係る徴収金（以下「過誤納金」という。）があるときは、市長は、速やかに過誤納金還付（充当）

通知書によりその旨を当該納入義務者に通知し、過誤納金を還付しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該納付義務者に未納に係る徴収金があるときは、同項の規定にかかわ

らず、当該過誤納金を未納に係る徴収金に充当するものとする。 

（還付加算金） 

第２３条 市長は、過誤納金を前条の規定により還付し、又は充当する場合には、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第１７条の４及び第２０条の４の２の規定の例によって算定した金額を

その還付又は充当すべき金額に加算する。 

２ 一部負担金にかかる過誤納金の還付又は充当の取扱いについては、前条及び前項の規定を準用

する。 

（保険料の督促） 

第２４条 条例第１８条の規定による保険料の納付の督促は、保険料納入督促状により行う。 

（一部負担金の督促） 

第２５条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４２条第２項の規定に基づき保険医療

機関から請求のあった未納の一部負担金の督促は、一部負担金納入督促状によって行う。 

第５章 補則 

（過料の通知） 

第２６条 条例第７章の規定により過料に処した場合においては、過料決定書によりその旨を通知

し、過料納入通知書によりこれを徴収する。 

（申請書等の様式） 

第２７条 この規則の規定による申請書等の様式は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（合併に伴う経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の山口市、小郡町、秋

穂町、阿知須町又は徳地町（以下「合併関係市町」という。）の区域において交付され、又は更

新された被保険者証及び被保険者資格証明書は、それぞれその有効期限までに限り、なおその効

力を有する。 

３ 施行日の前日までに、合併関係市町の区域において交付され、又は更新された高齢受給者証及

び限度額適用・標準負担額減額認定証は、それぞれその有効期限までに限り、なおその効力を有

する。 

４ 施行日の前日までに、合併関係市町の区域において交付され、又は更新された標準負担額減額

認定証は、それぞれその有効期限までに限り、なおその効力を有する。 

５ 施行日の前日までに、合併関係市町の区域において交付された特定疾病療養受療証は、当分の

間、なおその効力を有する。 

６ 施行日の前日までに、合併前の山口市国民健康保険条例施行規則（昭和３４年山口市規則第１

３号）又はこの規則に相当する合併前の小郡町、秋穂町、阿知須町又は徳地町の規程（以下これ

らを「合併前の規則等」という。）の規定によりなされた手続その他の行為で、この規則に相当

規定があるものは、それぞれこの規則の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

７ 平成１７年度分以前の国民健康保険料に係る手続については、なお合併前の規則等の例による。 

（阿東町の編入に伴う経過措置） 

８ 阿東町の編入の日（以下「編入日」という。）の前日までに、編入前の阿東町の区域（以下「旧

阿東町域」という。）において交付され、又は更新された被保険者証、被保険者資格証明書、高

齢受給者証、限度額適用・標準負担額減額認定証、標準負担額減額認定証及び特定疾病療養受療
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証は、平成２２年１月３１日までに限り、なおその効力を有する。 

９ 編入日の前日までに、編入前の阿東町国民健康保険条例施行規則（昭和５１年阿東町規則第８

号。以下「編入前の規則」という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規

則の相当規定によりなされたものとみなす。 

１０ 旧阿東町域における平成２１年度分以前の国民健康保険に係る手続については、なお編入前

の規則の例による。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金の支給等） 

１１ 条例附則第２０項の規定による傷病手当金の支給を受けようとする者は、国民健康保険傷病

手当金支給申請書を市長に提出しなければならない。 

１２ 山口市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和２年山口市条例第１４号）附則第２項

の規則で定める日は、令和５年５月７日までに感染した条例附則第２０項に規定する新型コロナ

ウイルス感染症の療養のためにその労務に服することができなくなった日から起算して３日を

経過した日以後の労務に就くことを予定していた日のうち最初の日とする。 

附 則（平成２０年１２月１９日規則第４４号） 

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１月１６日規則第５５号） 

この規則は、平成２２年１月１６日から施行する。 

附 則（平成２６年７月２８日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２６日規則第５３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の第１７条の２の規定は、この規則の施行の日以後の出産に係るものに

ついて適用し、同日前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年３月１５日規則第１５号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月３０日規則第４５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年９月３０日規則第５３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２５日規則第６１号） 

この規則は、令和２年１２月３１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３日規則第４号） 

この規則は、令和３年３月３１日から施行する。 

附 則（令和３年５月２８日規則第４２号） 

この規則は、令和３年６月３０日から施行する。 

附 則（令和３年９月２２日規則第５５号） 

この規則は、令和３年９月３０日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２０日規則第６３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１２月３１日から施行する。ただし、第１７条の２の改正規定は、令和

４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の第１７条の２の規定は、この規則の施行の日以後の出産に係るものに
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ついて適用し、同日前の出産に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月４日規則第３号） 

この規則は、令和４年３月３１日から施行する。 

附 則（令和４年５月２６日規則第３５号） 

この規則は、令和４年６月３０日から施行する。 

附 則（令和４年９月２０日規則第３６号） 

この規則は、令和４年９月３０日から施行する。 

附 則（令和４年１２月１２日規則第５０号） 

この規則は、令和４年１２月３１日から施行する。 

附 則（令和５年２月２７日規則第５号） 

この規則は、令和５年３月３１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２８日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年１２月２日規則第４０号） 

この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 
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